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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第56期、第57期及び第58期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上されている

ため、第60期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については潜在株式が存在しないため、記載していない。 

３ 第57期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に当たって

は、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用している。 

４ 提出会社は平成16年３月２日付で、株式５株を１株とする株式併合を行っている。 

なお、第58期の１株当たり当期純損失金額は、期首に併合が行われたものとして計算している。 

  

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 181,575 156,923 128,568 61,188 57,312 

経常利益 
又は経常損失(△) 

(百万円) 686 728 △2,717 2,665 1,958

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(百万円) △7,885 △3,165 △20,772 1,123 538

純資産額 (百万円) 14,612 11,490 60 1,169 4,445 

総資産額 (百万円) 187,297 162,298 81,932 50,226 38,964 

１株当たり純資産額 (円) 111.09 87.37 △2.80 5.95 24.42 

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △59.95 △24.06 △765.34 7.10 3.11

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― 6.95 ―

自己資本比率 (％) 7.80 7.08 0.1 2.3 11.4 

自己資本利益率 (％) ― ― ― 182.8 19.2 

株価収益率 (倍) ― ― ― 33.1 58.6 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,072 160 2,770 △167 4,954

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,288 △192 11,916 753 △201

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,030 △4,010 △10,756 △17,848 △6,851

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 24,455 20,414 24,344 7,081 5,015

従業員数 (人) 2,174 1,772 1,274 782 744 



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第56期、第57期及び第58期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上されている

ため、第60期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については潜在株式が存在しないため、記載していない。 

３ 第57期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に当たって

は、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用している。 

４ 平成16年３月２日付で、株式５株を１株とする株式併合を行っている。 

なお、第58期の１株当たり当期純損失金額は、期首に併合が行われたものとして計算している。 

  

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 160,761 133,854 108,830 59,003 54,158 

経常利益 
又は経常損失(△) 

(百万円) 1,584 1,419 △1,601 2,463 1,785

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(百万円) △7,930 △3,551 △18,727 1,107 365

資本金 (百万円) 13,931 13,931 3,639 3,639 4,989 

発行済株式総数 (千株) 131,535 131,535 166,860 166,860 182,025 

純資産額 (百万円) 14,694 11,184 24 1,116 4,200 

総資産額 (百万円) 160,389 141,286 75,363 49,772 37,929 

１株当たり純資産額 (円) 111.71 85.04 △3.03 5.63 23.07 

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

―

(―)

―

(―)

―

(―)

― 

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △60.29 △27.00 △688.30 6.99 2.11

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― 6.85 ―

自己資本比率 (％) 9.2 7.9 0.0 2.2 11.1 

自己資本利益率 (％) ― ― ― 194.1 13.7 

株価収益率 (倍) ― ― ― 33.6 86.3 

配当性向 (％) ― ― ― ― ― 

従業員数 (人) 1,672 1,423 1,177 724 672 



２ 【沿革】 

  

  

昭和22年１月 大阪市において建設業を主たる事業目的とする株式会社瀧田ノ組を設立 

昭和24年９月 建設業法による建設大臣登録(イ)第2516号の登録を完了(以後２年ごとに登録更新) 

昭和31年11月 商号を不動建設株式会社に変更 

昭和33年12月 東京本店を開設 

昭和36年８月 株式を大阪店頭市場に公開 

昭和36年10月 株式を大阪証券取引所市場第二部に上場 

昭和37年５月 株式を東京証券取引所市場第二部に上場 

昭和37年12月 名古屋支店を開設 

株式を名古屋証券取引所市場第二部に上場 

昭和39年６月 北海道支店を開設 

昭和39年７月 九州支店を開設 

昭和41年11月 東北支店を開設 

昭和42年１月 千葉支店を開設 

昭和42年２月 株式が東京、大阪、名古屋各証券取引所市場第一部に指定替 

昭和45年７月 宅地建物取引業法による建設大臣免許(1)第790号の免許を取得(以後３年ごとに免許更新) 

昭和45年10月 大阪本店、横浜支店及び神戸支店を開設 

昭和46年６月 

  

広島支店を開設 

プレニーハウジング㈱(現 ㈱建研)を設立 

昭和46年11月 定款の事業目的に環境整備並びに公害防止事業等を追加 

昭和47年４月 北九州支店を開設 

昭和48年10月 建設業法の改正に伴い、建設大臣許可(特―48)第1868号の許可を取得(以後３年ごとに許可更

新) 

昭和51年７月 フドウ重機㈱(現 フドウ技研㈱・連結子会社)を設立 

昭和56年11月 四国支店を開設 

昭和57年８月 南四国支店を開設 

昭和63年12月 決算期を９月30日から３月31日に変更 

平成９年７月 宅地建物取引業法による建設大臣免許(10)第790号を更新取得(以後５年ごとに免許更新) 

平成９年10月 建設業法による建設大臣許可(特―９)第1868号を更新取得(以後５年ごとに許可更新) 

平成10年６月 北関東支店を開設 

平成15年４月 フドウ建研㈱（現 ㈱建研）を株式交換により完全子会社化 

平成15年７月 フドウサービス㈱を吸収合併 

平成16年３月 建築事業を㈱ナカノフドー建設に営業譲渡 

フドウ建研㈱（現 ㈱建研）の株式のすべてをフェニックス・キャピタル㈱に譲渡 

㈱テトラが第三者割当増資の引受により、親会社となる。 

平成17年２月 米国カリフォルニア州に Fudo Construction Inc.を設立 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、子会社２社、及び関連会社４社で構成され、建設事業、特に一般土木事業、地盤改良事業

を主な事業内容としている。 

当企業集団の事業に係る位置づけは次のとおりである。 

(建設事業) 

建設事業は、国内において当社及び当社の連結子会社であるフドウ技研㈱及び関連会社である環境エンジニア

リング㈱が、海外においては当社及び当社の連結子会社であるFudo Construction Inc.が営んでいる。当社は工

事の一部を親会社の㈱テトラ及び一部の関連会社から受注するとともに、工事の一部を関係会社に発注してい

る。 

事業の系統図は次のとおりである。 

  

 
  

(注) ※１ 当連結会計年度より連結子会社となった会社である。 

※２ 持分法適用会社である。 

※３ 当連結会計年度に会社の清算を結了した会社である。 

  

  

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ ※１：有価証券報告書を提出している。 

２ ※２：特定子会社に該当する。 

３ ※３：当連結会計年度から連結子会社の範囲に含めている。 

４ ※４：債務超過会社。債務超過の額は、平成18年３月末現在1,036百万円。 

５ 売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えている会社はない。 

  

  

名称 住所 
資本金又は 
出資金 

主要な事業

の内容 

議決権の所有

又は被所有 
割合(％) 

関係内容 

(親会社)         
※１ 
㈱テトラ 

東京都港区 2,751百万円 建設事業
（被所有）

53.3 
当社に建設工事を発注している。 
役員の兼任 ２名 

(連結子会社)       

※２ 
フドウ技研㈱ 

東京都中央区 150百万円 建設事業 100.0

当社の建設事業において施工協力して

いる。 
役員の兼任 ２名 出向 ３名 

※３ 
Fudo Construction Inc. 

米国カリフォル

ニア州 
2百万US$ 建設事業 100.0

当社グループの北米における建設事業

を行っている。 
出向 ３名 

(持分法適用関連会社)        

環境エンジニアリング㈱ 
東京都 
千代田区 

450百万円 建設事業 42.2

当社の建設事業において施工協力して

いる。 
役員の兼任 １名 出向 ２名 

※４ 
鹿央総合開発㈱ 

熊本県山鹿市 40百万円 
その他の

事業 
32.5

ゴルフ場を運営している。 
役員の兼任 なし 

フドウ土地建物㈱ 東京都北区 30百万円 
その他の

事業 
16.7

当連結会計年度において会社の清算を

結了している。 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

(注) 従業員数は就業人員である。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、昭和51年８月28日に結成された労働組合があり、上部団体である建設連合に加入している。

平成18年３月31日現在の組合員数は462人である。 

なお、対会社関係においては結成以来円満に推移しており、特記すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

建設事業 690 

全社(共通) 54 

合計 744 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

672 46.39 22.46 6,353,143 



第２ 【事業の状況】 

(注)「第２ 事業の状況」における各事項の金額については、消費税等抜きの金額で表示している。 

  

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善により、企業の設備投資が拡大するとともに、個人消費

も緩やかながら増加するなど、景気は着実に回復してきた。 

建設業界においては、企業収益の改善により民間設備投資は増加したものの、当社グループの主要事業分野であ

る土木関連市場においては、財政構造改革の推進により公共投資が引き続き減少し、厳しい経営環境が続いた。 

このような環境の下、当社グループは、「新生3ヵ年計画」2年目の目標達成に向けて鋭意努力を続けてきた。 

利益確保に向けた取り組みとしては、新工法開発部門への経営資源配分を強化し、新工法の開発と営業展開を積

極的に図ってきた。具体的には、固化改良を併用した既設橋脚基礎構造物の耐震補強工法である「In-Cap工法」の

積極的な営業展開を開始し、当工法を採用した工事の受注に結び付けることができた。さらには、建築用の代替基

盤を形成するための充填材として使う流動化処理土に既存建物の解体ガラを骨材として混入する「ADVAN SOIL工

法」を、鹿島建設株式会社と当社が共同で開発、実用化し、建設副産物の有効利用によるゼロエミッションとコス

ト縮減効果を実証した。 

また、積極的に取り組んでいる海外市場については、韓国及びベトナムにおいては当社が、米国においては当社

の100％子会社であるFudo Construction Incorporatedが、それぞれ地盤改良工事を受注し、着実に成果が現れてい

る。 

さらに組織面においては、本年1月に、本格的な海外市場への展開を図るため当社に国際部を新設し、本年3月に

は、効率的な組織運営を図るため管理部門を統合するとともに、技術開発機能をさらに強化するため当社に技術企

画部を新設するなどの組織改正を実施した。 

このような取り組みにより、「新生3ヵ年計画」は、初年度に続き、当中間連結会計期間までは順調に推移してい

た。しかしながら、昨年11月に、当社社員が東京都発注の工事入札に関する談合に関与するという誠に残念な事件

が発生した。これにより、一部公共発注機関から指名停止処分を受けた影響から、当連結会計年度の業績について

は、受注高44,415百万円、売上高57,312百万円と前連結会計年度に比べそれぞれ24.3％、6.3％の減少となった。損

益面においては、工事原価の低減や経費の削減に努めたものの、受注高の大幅な減少に伴う売上高の減少から経常

利益は1,958百万円と前連結会計年度に比べ26.5％の減少となった。また、繰延税金資産の一部を取り崩したこと等

から当連結会計年度純利益は538百万円と前連結会計年度に比べ52.1％の減少となった。 

一方、財務面においては、早期に財務基盤を強化するため、昨年6月に第1回無担保転換社債型新株予約権付社債

を発行した結果、27億円が株式に転換され、自己資本が大幅に増強された。 

  



事業別の概況は次のとおりである。 

①一般土木事業 

当連結会計年度の受注高は21,540百万円（前連結会計年度比29.3％減）となった。受注した主な工事は、近畿

自動車道（紀勢線）菅合トンネル工事（発注者：中日本高速道路株式会社）、胆沢ダム国道付替第14号橋下部工

工事（発注者：国土交通省東北地方整備局）、フローラルアベニュー初芝Ⅱ期住宅開発工事（発注者：大和ハウ

ス工業株式会社）である。一方、売上高は30,348百万円（前連結会計年度比8.7％減）となった。完成した主な工

事は、平成15年度360号鮎飛トンネル工事（発注者：国土交通省中部地方整備局）、八幡浜市保内浄化センター建

設工事（発注者：日本下水道事業団）、圏央道八王子市下恩方町改良工事［廃棄物場外処分工］（発注者：国土

交通省関東地方整備局）である。この結果、次期への繰越高は、30,098百万円となった。 

②地盤改良事業 

当連結会計年度の受注高は22,874百万円（前連結会計年度比18.8％減）となった。受注した主な工事は、扇島

工場気化設備増設1期セカンダリーポンプヤード基礎地盤補強工事（発注者：東京ガス株式会社）、咲洲東護岸築

造工事（その6）［地盤改良工］及びその他工事（発注者：大阪市）である。一方、売上高は26,964百万円（前連

結会計年度比3.5％減）となった。完成した主な工事は、神戸空港地盤改良工事（その７）（発注者：神戸市）、

東京都赤十字血液センター合同社屋液状化対策地盤改良工事（発注者：日本赤十字社）である。この結果、次期

への繰越高は、4,581百万円となった。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権及びその他流動資産の大幅な減少等により4,954百万円(前連結

会計年度比5,121百万円増)の増加となった。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得等により201百万円(前連結会計年度比954百万円減)

の減少となった。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済等により6,851百万円(前連結会計年度比10,997百万円増)の

減少となった。 

これにより当連結会計年度における「現金及び現金同等物の期末残高」は2,066百万円減少し、5,015百万円(前連

結会計年度比29.2%減)となった。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当連結企業集団が営んでいる事業の大部分を占める建設事業では、生産実績を定義することが困難であり、建設事

業においては請負形態をとっているため販売実績という定義は実態にそぐわない。 

また、当連結企業集団においては、建設事業以外では受注生産形態をとっていない。 

よって受注及び販売の状況については「１ 業績等の概要」における各事業の種類別セグメントの業績に関連付け

て記載している。 

なお、提出会社に係る生産及び受注の状況が当該連結企業集団の大半を占めている。 

  

参考のため、提出会社単独の事業の状況は次のとおりである。 

 建設業における受注工事高及び施工高の状況 

① 受注高、売上高、繰越高及び施工高 

  

(注) １ 前期以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更あるものについては、当期受注高にその増減額を含む。し

たがって当期売上高にもかかる増減額が含まれる。 

２ 次期繰越高の施工高は、支出金により手持高の施工高を推定したものである。 

３ 当期施工高は、(当期売上高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高)に一致する。 

  

期別 工事別 
前期繰越高 
(百万円) 

当期受注高 
(百万円) 

計
(百万円) 

当期売上高
(百万円) 

次期繰越高 
当期施工高
(百万円) 手持高

(百万円) 
うち施工高 
(％、百万円) 

  
第59期 
  

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

一般土木 41,682 30,480 72,163 33,256 38,906 7.5 2,930 33,184 

地盤改良 7,883 25,969 33,853 25,746 8,106 15.8 1,282 25,823 

計 49,565 56,450 106,015 59,003 47,012 9.0 4,211 59,006 

第60期 
  

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

一般土木 38,906 21,540 60,446 30,348 30,098 6.0 1,793 29,212 

地盤改良 8,106 19,420 27,526 23,809 3,716 13.6 506 23,034 

計 47,012 40,960 87,972 54,158 33,814 6.8 2,299 52,245 



② 受注工事高の受注方法別比率 

工事の受注方法は、特命と競争に大別される。 

  

(注) 百分比は請負金額比である。 

  

③ 完成工事高 

  

(注) １ 完成工事のうち主なものは、次のとおりである。 

第59期 完成工事の主なもの 

第60期 完成工事の主なもの 

２ 第59期及び第60期ともに完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はない。 

  

期別 区分 特命(％) 競争(％) 計(％) 

第59期 
自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日 

一般土木工事 22.4 77.6 100 

地盤改良工事 59.4 40.6 100 

第60期 
自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日 

一般土木工事 19.6 80.4 100 

地盤改良工事 75.9 24.1 100 

期別 区分(百万円) 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円) 

第59期 
自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日 

一般土木工事 27,298 5,958 33,256 

地盤改良工事 1,189 24,558 25,746 

計 28,487 30,516 59,003 

第60期 
自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日 

一般土木工事 24,721 5,627 30,348 

地盤改良工事 876 22,934 23,809 

計 25,597 28,561 54,158 

日本道路公団 東海環状自動車道上品野工事 

長崎市 
西部27号汚水幹線・南部地区配水施設（小江町～柿泊町）共同トンネ

ル工事 

国土交通省 京浜島共同溝到達立坑工事 

東亜建設工業㈱他7社 平成15年度 豊洲・晴海地区防潮護岸Ｄブロック地盤改良工事 

東洋建設㈱他1社 大阪沖埋立処分場護岸築造工事（南護岸基礎工事その8） 

国土交通省 ３６０号鮎飛トンネル工事 

日本下水道事業団 保内町保内浄化センター建設工事 

国土交通省 圏央道八王子市下恩方町改良工事 

神戸市 神戸空港地盤改良工事（その７） 

日本赤十字社 東京都赤十字血液センター合同社屋液状化対策地盤改良工事 



④ 手持工事高(平成18年3月31日) 

  

(注) 手持工事のうち主なものは、次のとおりである。 

  

３ 【対処すべき課題】 

今後のわが国経済の見通しについては、原油価格の高騰など懸念される要因はあるものの、企業収益は好調を持続

し、堅調な景気回復が続くものと思われる。 

一方、公共投資が長期的に減少を続けているなど建設業界を取巻く環境は、ますます厳しさを増している。またこ

の１年間においても、「公共工事品質確保法」や「改正独占禁止法」が施行され、一般競争入札の拡大や総合評価方

式の進展、さらには、本年秋にも予定されている「入札ボンド」の導入などによって、公共工事の入札・契約制度が

大きく変わろうとしている。建設各社は、このような外部環境の大きな変動に対応し得るよう、事業基盤の確立と事

業戦略の再構築を迫られている。 

親会社である株式会社テトラと当社は、このような状況に対応するため、技術力の充実強化、収益力の向上、財務

体質の強化、事業規模の確保等の観点から、慎重に検討を重ねてきた結果、この程、対等の精神の下に、平成18年10

月1日を期日とする両社の合併を決断した。 

合併後の新会社は、商号を「株式会社 不動テトラ」とし、陸上、海洋の両土木事業に加えて、地盤改良事業とブ

ロック事業に関する独自の技術とノウハウを生かし、従来型の市場を確保するとともに、耐震、耐津波・高潮、環

境、都市再生など今後拡大が見込まれる分野への取り組みを強化して、高収益の確保と強固な経営基盤の確立を図

り、「技術と財務体質に優れた会社」を目指すこととしている。 

また、昨年11月の当社社員が関与した談合事件につきましては、深く反省し、既にコンプライアンス体制の強化、

業務管理体制の強化および社員の教育・啓蒙など再発防止策を実施しているが、これらを継続することで関係法令の

遵守をより一層徹底し、早期の信頼回復に努めていく所存である。 

  

区分(百万円) 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円) 

一般土木工事 21,437 8,661 30,098 

地盤改良工事 197 3,519 3,716 

計 21,634 12,180 33,814 

宮城県 
平成15年度県債長沼ダム１－０１０号 

長沼ダム本体築造（長沼水門）工事 
平成19年3月完成予定 

中日本高速道路㈱ 近畿自動車道菅合トンネル工事 平成20年3月完成予定 

独立行政法人鉄道建設・ 

運輸施設整備支援機構 
九幹鹿、大坊Ｔ他１ 平成20年7月完成予定 

大阪府 
国際文化公園都市モノレール（仮称）豊川駅舎 

建設工事 
平成18年8月完成予定 

清水建設㈱ 
相模原市最終処分場整備工事（その２）鉛直遮 

水壁工 
平成19年3月完成予定 



４ 【事業等のリスク】 

当社グループの事業に係るリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある主な事項は、以下の

ようなものがある。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した

場合の対応に努める所存である。 

(1) 公共工事の減少 

予想を上回る公共事業の削減が行われた場合には、業績に影響を及ぼす可能性がある。 

(2) 金利の変動 

急激な金利上昇が、業績に影響を及ぼす可能性がある。  

(3) 退職給付債務 

年金資産の時価の下落及び運用利回り・割引率等の退職給付債務算定に用いる前提に予想し得ない変更があった

場合には、業績に影響を及ぼす可能性がある。 

(4) 海外工事 

予想を超えた為替相場の変動や海外工事を行っている国の政治、経済、法律等に著しい変化が生じた場合には、

業績に影響を及ぼす可能性がある。 

(5) 災害、事故 

安全管理には万全を期しているが、重大な災害、事故が発生した場合には、業績に影響を及ぼす可能性がある。 

(6) 製品の欠陥 

品質管理には万全を期しているが、工事目的物の瑕疵担保責任により多額の損害賠償請求等を受けた場合には、

業績に影響を及ぼす可能性がある。 

(7) 訴訟、法令違反 

法令遵守については万全を期しているが、重大な訴訟の提起や重大な法令違反が発生した場合には、業績に影響

を及ぼす可能性がある。 

(8) 財務制限条項付融資契約 

当社は運転資金の効率的な調達を行うため、借入金に対して複数の金融機関とシンジケート・ローン契約を締結

している。この契約には財務制限条項が付加されており、それに抵触した場合には借入金の返済を要請される可能

性がある。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

株式会社テトラとの合併 

「３．対処すべき課題」に記載のとおり、当社は平成18年4月26日に株式会社テトラとの間で合併契約を締結し、

当該合併契約書は平成18年６月23日開催の当社の定時株主総会及び平成18年６月21日開催の株式会社テトラの定時

株主総会において、それぞれ承認可決された。 

なお、詳細は「第５ 経理の状況 １．(1)連結財務諸表 注記事項（重要な後発事象）」に記載している。 



６ 【研究開発活動】 

当社グループは、「独自の技術と創意工夫で社会に貢献します」という経営理念の下、当社グループが誇る地盤改

良・基礎築造に関する優れた技術力と実績を存分に活かした活動を行っている。 

その推進は、中央研究所と一般土木、地盤改良、環境保全の各事業分野の研究開発部門及びフドウ技研株式会社の

研究開発部門によって行われている。 

当連結会計年度における研究開発費は285百万円であった。当連結会計年度の研究開発活動の主な成果は、次のとお

りである。 

  

(1) 一般土木事業 

当事業分野では、重点戦略分野と位置づける都市再生プロジェクトや耐震補強、リニューアルを主なターゲット

として、基礎構造物や土構造物及び地盤改良について、特に環境面を重視しながら官民共同研究等を活用するなど

して効率的に研究開発活動を実施している。 

昨年度に技術審査証明書を取得し、初めて適用工事を実施した「In-Cap工法」（地盤改良を併用した杭基礎の耐

震補強工法）は、引き続き２期工事を受注し、本年３月に竣工した。 

また、８月には、株式会社白石と日特建設株式会社とともに、建設会社13社とコンサルタント会社２社の15社に

よる「In-Cap工法技術研究会」を設立し、さらなる拡販を目指して技術の改良・向上に努めている。 

同様に継続的に研究開発を行い既に実用段階にあったGPSを利用した盛土の締固め管理システムを宅地造成工事現

場で初めて適用し、所定の成果を得た。さらに、GPSと地盤反力データとを組合せて利用する管理システムも、群馬

県内の高速道路盛土工事に初めて適用した。 

また、石灰岩を対象とした浅い剛体基礎等の研究開発を共同研究で進めている。 

さらに新規テーマとして、液状化対策の新技術開発に取り組み始めた。 

  

(2) 地盤改良事業 

当事業分野では、砂杭系・固化処理系および環境保全型の地盤改良工法を中心とした研究開発活動を実施してい

る。 

砂杭系においては、昨年度に開発した「GCCP（グラベルセメントコンパクションパイル）工法」（従来の砂杭の

中詰め材料に砕石およびセメントミルクを混合して高強度の固化杭を造成する工法）がフィールド試験事業として

本工事に採用され，現在は長期観測を実施している。 

固化処理系においては、機械撹拌と噴射撹拌との利点を取り入れ、さらに小型施工機を用いる「FTJ（エフツイン

ジェット）工法」（撹拌翼の２本の先端から２方向にセメントスラリーを高圧噴射することにより、大径の改良固

化体を高速に造成できる新しい高圧噴射撹拌工法）が本工事に採用された。FTJ工法は、多様な施工方法を開発し、

５件の施工を実施した。 

環境保全型においては、施工中に発生する排出汚泥の減容化を図る「排泥処理システム」を開発し、実用化し

た。現在は、実際に受注した工事に適用してシステムの性能把握を実施している。今後は当システムの積極的な利

用を提案していく予定である。 

また、昨年に開発実用化した「ガスクッションを用いたハイブリッド（三重構造）振動遮断壁工法」は交通振動

などに効果的な振動遮断工法で、かつ狭い場所でも施工が可能な工法であり、今年度は本工事に採用された。 

建設発生土を有効利用する流動化処理工法を初めて建築基礎に適用した「ジオラフト工法」では、現地で発生し

たコンクリートガラを人工地盤として利用する技術を確立した。同技術をさらに発展した技術について、「ADVAN 

SOIL工法」として公的機関の技術審査証明を取得した。 

当事業分野においては、近い将来危惧されている東海・東南海および南海地震対策として既設構造物の耐震補強

対策についても、既往技術の適用拡大と共に新工法の開発に取り組んでいる。 



  

(3) 環境保全事業 

当事業分野では、土壌・地下水汚染修復事業、焼却施設解体事業、廃棄物処分場関連事業に関連する研究開発を

実施している。 

土壌・地下水汚染修復事業においては、微生物によるシアン等の有害物質の無害化技術の基礎的研究を開発し、

カラム試験等で良好な結果を得たため、実際の工事への摘要を検討している。 

焼却施設解体事業においては、「焼却施設の解体処理技術認定」を財団法人日本建築センターより３月17日付け

で取得した。 

廃棄物処分場関連事業においては、廃棄物処分施設跡地などでの掘削工事に排出されるダイオキシン類汚染排水

の浄化ニーズの高まりを受け、独立行政法人土木研究所等との共同研究で開発したダイオキシン類による汚染水の

浄化に用いるカートリッジ式ろ過膜モジュールシステムについて、特許３件を取得した。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当社グループにおける財政状態及び経営成績に関する分析は、以下のとおりである。 

なお、文中における将来に関する事項については、当連結会計年度末現在において判断したものである。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

いるが、この連結財務諸表の作成にあたっては、経営者により、一定の会計基準の範囲内で見積りが行われている

部分があり、資産・負債や収益・費用の数値に反映されている。これらの見積りについては、継続して評価し、必

要に応じて見直しを行っているが、見積りには不確実性が伴うため、実際の結果は、これらと異なることがある。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当社グループは、「新生3ヵ年計画」の達成に向けて、初年度に続き諸施策を推進し、当中間連結会計期間までは

順調に推移していたが、１「業績等の概要」に記載のとおり、談合事件が発生し、一部公共発注機関から指名停止

処分を受けた影響もあり、経営成績は期初計画を下回る結果となった。 

①売上高 

当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ3,876百万円（前連結会計年度比6.3％）減少し、57,312百

万円となった。この減少は主として、一部公共発注機関からの指名停止処分による受注の減少（前連結会計年度

比14,234百万円 24.3％減少）によるものである。 

②売上総利益 

売上総利益は、前連結会計年度に比べ1,497百万円（前連結会計年度比16.0％）減少し、7,884百万円となっ

た。この減少は、主として売上高の減少による影響及び前連結会計年度に計上した販売用不動産の売却益の影響

によるものである。 

③販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ75百万円（前連結会計年度比1.3％）減少し、5,587百万円と

なった。当連結会計年度は、経費削減に努めたものの、退職給付に係る過去勤務債務の一部償却終了により退職

給付費用が増加したことにより、微減となった。今後も更なる経費削減に努める所存である。 

④営業外損益 

当連結会計年度の営業外収益は243百万円と、前連結会計年度に比べ33百万円増加した。また、当連結会計年度

の営業外費用は582百万円と、前連結会計年度に比べ682百万円減少した。これは主として、借入金の圧縮による

金融収支の改善及び貸倒引当金繰入額が減少したことによるものである。 

⑤経常損益 

以上の結果、当連結会計年度の経常利益は1,958百万円（前連結会計年度比707百万円 26.6％減少）となった。

⑥特別損益 

当連結会計年度の特別利益は281百万円と、前連結会計年度に比べ152百万円増加し、特別損失は退職給付会計

基準変更時差異の償却が前連結会計年度において終了したことなどから670百万円と、前連結会計年度に比べ417

百万円減少した。 

⑦当期純損益 

当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は、売上総利益の減少はあったものの、営業外収支と特別損益の部

の改善により、1,570百万円（前連結会計年度比138百万円 8.1％減少）となった。 

また、指名停止処分の影響を含めて今後の業績計画を見直したことに伴い、繰延税金資産の取崩額が大幅に増

加したため、当連結会計年度の当期純利益は538百万円と、前連結会計年度と比べ585百万円減少となった。 

  



(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、4,954百万円の収入となり、前連結会計年度から5,121

百万円増加した。当連結会計年度においては、仕入債務の減少及び未成工事受入金の減少等により4,535百万円の資

金減少要因はあったものの、工事代金等回収の大幅な改善による売上債権及びその他流動資産の減少額5,808百万円

等により、収入超過となったものである。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産等の取得により201百万円の支出超過となった。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度17,848百万円の支出超過に引き続き、当連結会計年度に

おいても6,851百万円の支出超過となった。これらの支出は有利子負債を返済したことによるものであり、当連結会

計年度末の有利子負債残高は11,167百万円（前連結会計年度比46.1％減）と大幅に減少している。 

上記の結果、「現金及び現金同等物の期末残高」は前連結会計年度末残高から2,066百万円減少し、5,015百万円

となった。 

当社グループの財政政策としては、当面は自己資本の充実並びに有利子負債の削減を推進し、財務体質の改善を

図っていく方針である。 

なお、当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と総額10,000百万円の貸出コミットメント

契約を締結している。 

また、当連結会計年度は、財務基盤を強化するため、第三者割当による第１回無担保転換社債型新株予約権付社

債(総額3,000百万円)を発行し、このうち、2,700百万円が株式に転換され、自己資本が大幅に強化された。 

  

(4) 財政状態の分析 

資産合計は、前連結会計年度と比べ11,261百万円減少し、38,964百万円となった。この減少は主として、現金預

金の減少2,066百万円、受取手形・完成工事未収入金の減少3,142百万円、未成工事支出金の減少1,523百万円、未収

入金の減少1,424百万円等によるものである。 

負債合計は、前連結会計年度と比べ14,538百万円減少し、34,519百万円となった。この減少は主として、借入金

の減少9,533百万円、支払手形・工事未払金の減少2,102百万円、未成工事受入金の減少1,128百万円等によるもので

ある。 

資本合計は、前連結会計年度と比べ3,277百万円増加し、4,445百万円となった。増加は主として、新株引受権の

行使による資本金の増加1,350百万円、資本剰余金の増加1,347百万円及び当期純利益の計上による利益剰余金の増

加535百万円等によるものである。 

  



第３ 【設備の状況】 

(注)「第３ 設備の状況」における各事業の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。 

  

  

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度に実施した設備投資の総額は132百万円であり、その主なものは建設機械の購入である。 

なお、施工能力に重大な影響を与えるような固定資産の売却、撤去はない。 

  

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年3月31日現在 

  

(2) 国内子会社 

平成18年3月31日現在 

(注) １ 提出会社が営んでいる事業の大部分は建設事業であり、大半の設備は建設事業又は共通的に使用されているため、事業の

種類別セグメントに分類せず、主要な事業所ごとに一括して記載している。 

２ 土地及び建物の一部を連結会社以外から賃借している。賃借料は340百万円であり、土地の面積については(  )内に外

書きで示している。 

  

３ リース契約による賃借設備のうち主なもの 

  

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

重要な設備の新設及び除却等の計画はない。 

  

事業所名 
(所在地) 

帳簿価額(百万円) 

従業 
員数 
(人) 建物・

構築物 

機械・ 
運搬具・ 
工具器具備品

土地 

合計 

面積(㎡) 金額 

大阪本社 
(大阪市中央区) 

21 11
―
(11)

― 32 141

東京本社 
(東京都中央区) 

13 68 ― ― 81 262

九州支店他９支店 
(福岡市博多区他) 

8 4
―

(117)
― 12 269

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの
名称 

帳簿価額(百万円) 

従業員数
(人) 建物・

構築物 

機械・
運搬具・ 
工具器具 
備品 

土地 
合計 

面積(㎡) 金額 

フドウ技研
㈱ 

本社他 
(東京都中央
区) 

建設事業 333 461 82,068 1,279 2,074 64

会社名 事業所名 
事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容 台数 リース期間 
年間 
リース料 

不動建設㈱ 大阪本社 建設事業 磁気ディスク装置
セット

5年 12百万円
1

フドウ技研㈱ 東京本社 建設事業 ＴＲＤ施工機
台

5年 48百万円
1



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

(注) 平成18年６月23日開催の定時株主総会において定款の変更を行い、第１種優先株式の規定を削除したため、会社が発行する

株式の総数は、普通株式272,559,104株となった。 

② 【発行済株式】 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 欠損填補によるものである。 

２ フドウ建研株式会社との株式交換（株式交換比率１：0.472）によるものである。 

３ 発行済普通株式について５株を１株とする株式併合によるものである。 

４ 欠損填補のための無償減資によるものである。 

５ 第三者割当増資によるものである。 

発行株式数：普通株式130,000千株、第１種優先株式10,000千株 

発行価額：普通株式、第１種優先株式ともに１株につき50円 

資本組入額：普通株式、第１種優先株式ともに１株につき25円 

６ 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使及び第一回第１種優先株式の普通株式への転換によるもの

である。 

新株予約権の行使による増加：発行済株式総数 14,514千株、 

資本金 1,350百万円、資本準備金 1,347百万円 

第１種優先株式の転換による増加：発行済株式総数 651千株 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 272,559,104 

第１種優先株式 10,000,000 

計 282,559,104 

種類 
事業年度末現在
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月23日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 182,025,228 182,025,228
東京証券取引所 市場第一部
大阪証券取引所 市場第一部 
名古屋証券取引所 市場第一部 

― 

計 182,025,228 182,025,228 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 
(百万円) 

平成13年６月28日(注１) ― 131,535 ― 13,931 △1,534 9,023 

平成14年６月27日(注１) ― 131,535 ― 13,931 △7,930 1,093 

平成15年４月１日(注２) 2,766 134,301 ― 13,931 319 1,412 

平成16年３月２日(注３) △107,441 26,860 ― 13,931 ― 1,412 

平成16年３月６日(注４) ― 26,860 △13,791 139 ― 1,412 

平成16年３月31日(注５) 140,000 166,860 3,500 3,639 3,500 4,912 

平成16年６月25日(注１) ― 166,860 ― 3,639 △4,912 ― 

平成17年４月１日 
～平成18年３月31日
（注６） 

15,165 182,025 1,350 4,989 1,347 1,347 



   

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式4,121株は、「個人その他」に41単元、「単元未満株式の状況」に21株含まれている。 

なお、期末日現在の実質的な所有株式数も同一である。 

２ 「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の中には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ518単元及び94株含ま

れている。 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 45 55 308 55 11 20,868 21,342 ―

所有株式数 
(単元) 

― 173,281 56,402 999,634 86,544 128 503,674 1,819,663 58,928

所有株式数 
の割合(％) 

― 9.52 3.10 54.92 4.75 0.01 27.70 100 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) 株式会社あおぞら銀行の所有株式は、同行が預金保険機構に譲渡し、同機構があおぞら信託銀行株式会社に設定した信託財

産であるが、議決権の行使は株式会社あおぞら銀行に一任されている。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社テトラ 東京都港区三田三丁目11番34号 97,000 53.29 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 10,058 5.53

ベア スターンズ アンド カンパ
ニー 
（常任代理人 シティバンク、
エヌ・エイ東京支店） 

ONE METROTECH CENTER NORTH, BROOKLYN,
NY 11201 
（東京都品川区東品川二丁目３番14号） 

3,232 1.78 

ミツビシ ユーエフジエイ セキ
ユリテイーズ インターナシヨナ
ル ピーエルシー 
（常任代理人 株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行） 

6 BROADGATE,  LONDON EC2M 2AA,  UNITED 
KINGDOM 
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号） 

1,465 0.80

株式会社あおぞら銀行 東京都千代田区九段南一丁目３番１号 1,213 0.67 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,207 0.66 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
（信託口） 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 1,104 0.61

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番４号 791 0.43 

ノムラ シンガポール リミテツ

ド アカントノミニー エフジエ

ー205（A/CFJ－205） 

（常任代理人 野村證券株式会

社） 

6 BATTERY ROAD ♯39-01 STANDARD 

CHARTERED BANK BLDS, SINGAPORE 0104 

（東京都中央区日本橋一丁目９番１号） 

770 0.42 

カセイス バンク ルクセンブル

グ クライアント アカウント 

（常任代理人 株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行） 

39 ALLEE SCHEFFER L-2520 LUXEMBOURG, 

LUXEMBOURG 

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号） 

698 0.38

計 ― 117,538 64.57 



(6) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が51,800株含まれており、「議決権の

数」の欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数518個が含まれている。 

２ 「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式21株が含まれている。 

  

②【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項なし。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）
普通株式     4,100 

― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式  181,962,200 1,819,622 ― 

単元未満株式 普通株式     58,928 ― ― 

発行済株式総数 182,025,228 ― ― 

総株主の議決権 ― 1,819,622 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
不動建設株式会社 

大阪市中央区平野町四丁
目２番16号 

4,100 ― 4,100 0.00

計 ― 4,100 ― 4,100 0.00 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項なし。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項なし。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項なし。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項なし。 

  



３ 【配当政策】 

利益配分については、資本の充実による財務基盤の強化と株主各位への利益還元の重視を基本方針としている。 

当事業年度（第60期）の配当については、いまだ資本の欠損の解消に至らないため、無配とした。 

なお、当社は、親会社である株式会社テトラと平成18年10月１日を期日とする合併を予定しており、合併後の新会

社の配当政策については、今後決定する。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) １ 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

２ 平成16年３月２日に普通株式５株を１株に併合しており、※は併合後の株価である。 

  

(2) 【最近６箇月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

回次 第56期 第57期 第58期 第59期 第60期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 177 75
154
※922 

919 252

最低(円) 55 21
52

※492 
201 160

月別 
平成17年 
10月 

11月 12月
平成18年
１月 

２月 ３月 

最高(円) 220 242 217 252 224 187 

最低(円) 192 196 195 201 160 161 



５ 【役員の状況】 

  

役 名 職 名 氏 名 生年月日 略  歴
所有株式数

(株) 

取締役会長   上 村 正 明 昭和12年４月14日生

平成３年９月 

平成５年２月 

平成８年６月 

  

平成16年４月 

運輸省港湾局長 

新日本製鐵株式会社参与 

株式会社テトラ代表取締役社長

(現任) 

当社取締役会長(現任) 

0

代表取締役
社長 執行役員社長 髙 橋 昭 夫 昭和18年８月３日生

昭和42年４月 

平成11年５月 

平成13年６月 

平成15年５月 

平成15年６月 

平成16年４月 

  

当社入社 

当社東北支店長 

当社取締役 

当社名古屋支店長 

当社執行役員 

当社代表取締役社長(現任)、執行

役員社長(現任)、土木事業本部長

兼任 

5,900

取締役   吉 川 文 夫 昭和23年２月７日生

平成５年６月 

平成６年６月 

平成12年６月 

平成16年４月 

平成16年６月 

新日本製鐵株式会社経理部次長 

製鐵運輸株式会社取締役 

株式会社テトラ取締役 

当社取締役(現任) 

株式会社テトラ専務取締役(現任) 

0

取締役 
執行役員副社
長（土木事業
本部長） 

竹 原 有 二 昭和25年７月31日生

昭和48年３月 

平成15年５月 

  

平成15年６月 

平成16年４月 

  

  

平成18年３月 

平成18年６月 

当社入社 

当社ジオ・エンジニアリング事業

本部副本部長 

当社執行役員 

当社代表取締役、執行役員副社長

(現任)、ジオ・エンジニアリング

事業本部長 

当社土木事業本部長（現任） 

当社取締役（現任） 

5,400

取締役 
専務執行役員 
(大阪地区社長
業務代行) 

山野井   隆 昭和21年12月５日生

昭和44年３月 

平成13年４月 

平成13年６月 

平成15年５月 

平成15年６月 

平成16年４月 

  

  

平成18年３月 

当社入社 

当社九州支店長 

当社取締役 

当社大阪本店副本店長 

当社執行役員 

当社取締役(現任)、常務執行役

員、大阪地区社長業務代行・補佐 

兼 大阪本店長 

当社専務執行役員（現任）、大阪

地区社長業務代行（現任） 

3,000

取締役 専務執行役員 
(管理本部長) 加 藤 陽 一 昭和21年４月18日生

平成７年６月 

  

平成８年７月 

  

  

平成13年６月 

平成15年６月 

平成16年４月 

  

平成18年３月 

新日本製鐵株式会社エンジニアリ

ング事業本部総括部契約管理室長 

当社入社、経営管理本部国際部プ

ロジェクト調整管理グループリー

ダー 

当社経営管理本部副本部長 

当社執行役員 

当社取締役(現任)、常務執行役

員、経営管理本部長 

当社専務執行役員（現任）、管理

本部長（現任） 

2,000

取締役   佐 藤 道 男 昭和25年４月13日生

平成13年６月 

  

平成15年４月 

  

平成17年４月 

  

平成18年４月 

  

平成18年６月 

株式会社テトラ営業本部営業総括

部長 

株式会社テトラ執行役員、東京支

店長 

株式会社テトラ建設事業本部長

（現任） 

株式会社テトラ常務執行役員（現

任） 

株式会社テトラ取締役（現任） 

当社取締役（現任） 

0



  

(注) １ 監査役渡邊昌治、淺田永治、伊倉信彦の３氏は、社外監査役である。 

２ 当社では、意思決定の迅速化と業務執行体制の強化を図るため、執行役員制度を導入している。執行役員の構成は次のと

おりである。 

役 名 職 名 氏 名 生年月日 略  歴
所有株式数

(株) 

監査役 常勤 渡 邊 昌 治 昭和16年10月17日生

昭和62年６月 

  

  

平成５年６月 

  

平成９年６月 

平成12年６月 

平成13年４月 

平成17年４月 

平成17年６月 

新日本製鐵株式会社エンジニアリ

ング事業本部機械・プラント事業

部調整部次長 

日鉄化工機株式会社(現月島日鉄

化工機株式会社)取締役 

同社常務取締役 

同社専務取締役 

同社代表取締役社長 

同社相談役 

当社監査役[常勤] (現任) 

700

監査役 常勤 伊 藤 芳 一 昭和23年１月23日生

平成10年６月 

平成13年６月 

平成18年６月 

株式会社テトラ大阪支店次長 

株式会社テトラ取締役 

当社監査役[常勤] (現任) 

0

監査役   淺 田 永 治 昭和14年１月29日生

昭和50年１月 

  

昭和57年５月 

平成３年６月 

平成７年６月 

平成13年６月 

平成16年10月 

  

平成17年３月 

  

平成17年６月 

平成18年３月 

等松・青木監査法人(現監査法人

トーマツ)社員 

同監査法人代表社員 

同監査法人常務代表社員 

同監査法人専務代表社員 

同監査法人代表社員 

日本リバイバル債権回収株式会社

監査役(現任) 

フェニックス・キャピタル株式会

社顧問 

当社監査役(現任) 

フェニックス・キャピタル株式会

社監査役（現任） 

0

監査役   伊 倉 信 彦 昭和28年５月２日生

平成16年６月 

  

平成16年６月 

平成18年６月 

新日本製鐵株式会社経営企画部関

連会社グループ部長（現任） 

株式会社テトラ監査役（現任） 

当社監査役（現任） 

0

計 17,000 

職 名 氏 名 担当業務 

※ 執行役員社長 髙 橋 昭 夫   

※ 執行役員副社長 竹 原 有 二 土木事業本部長

  
専務執行役員 高 橋 通 夫 

土木、ジオ・エンジニアリング事業担当 兼 中央研究所長 兼 品質保証室担
当 兼 技術企画部担当 

※ 専務執行役員 山野井   隆 大阪地区社長業務代行

※ 専務執行役員 加 藤 陽 一 管理本部長

  常務執行役員 青 木 秀 郎 土木事業担当

  常務執行役員 南   勝 利 営業担当

  常務執行役員 森 田 英 彦 土木事業本部 東京本店長

  常務執行役員 日下部 史 明 ジオ・エンジニアリング事業本部長

  執行役員 津 田 康 夫 土木事業本部 営業統轄部長

  執行役員 神 田 善 夫 営業担当

  執行役員 山 本   実 ジオ・エンジニアリング事業本部 第一事業部長

  執行役員 伊 藤   清 土木事業本部 大阪本店長



  

    
３ ※印の４氏は、取締役を兼務している。 

  

職 名 氏 名 担当業務 

  執行役員 宮 坂 俊 夫 土木事業本部 名古屋支店長

  執行役員 上 月   哲 土木事業本部 名古屋支店 副支店長

  執行役員 佐々木 耕 二 土木事業本部 九州支店長

  執行役員 酒 井 成 之 ジオ・エンジニアリング事業本部 第二事業部長

  執行役員 田 中   享 管理本部 総務部長



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社及び当社の企業グループは、コーポレート・ガバナンスの確保及びその充実は、株主を中心とする企業のス

テークホルダーの権利、利益の保護と企業価値の向上に資するものであり、事業の継続と発展を図るために取り組

むべき最優先課題の一つである、と考えている。 

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

(a) 会社の機関の内容 

当社は、取締役会、監査役会および会計監査人によって構成される経営管理体制をとっている。 

取締役会は、法令、定款及び取締役会規程に基づき経営上の重要事項を決定し、又は各取締役から業務執行

状況の報告を受け、各取締役の職務の執行を監督している。 

各取締役は、法令・定款に適合するよう、取締役会の決議に基づき職務を適正に執行するとともに、他の取

締役による職務執行の法令・定款への適合性に関し、相互に監視を行っている。 

経営計画などの重要な事項は、経営審議会の審議を経て取締役会に付議するとともに、定められた一定の事

項については経営審議会の審議を経て執行している。業務執行については、業務執行体制の強化と効率化を図

るため、執行役員制度を導入し、取締役会の監督の下、各執行役員の役位、担当業務を定め、権限を委譲して

執行責任を明確化し、業務を執行している。また、業務執行に関する情報の伝達、報告を行うため、全執行役

員を構成員とする執行役員会を原則として毎月開催している。 

  

(b) 内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

基本的な考え方 

当社グループは、経営の効率性と健全性を確保しつつ、「独自の技術と創意工夫で社会に貢献します」と

いう経営理念に沿って事業活動を展開することにより、継続的な企業価値の向上と当社グループの発展を目

指している。これらの基盤となる法令遵守の徹底と業務の有効性・効率性及び財務報告の信頼性の確保を図

るため、内部統制システムの整備の方針について取締役会において決議している。 

  

整備状況 

コンプライアンス体制 

関係法令の遵守と企業倫理の徹底に向け、平成14年10月に社長を委員長とする倫理委員会（現コンプライ

アンス委員会）を設置している。同委員会では、会社及び役職員が遵守すべき倫理規範及びそれを実践に移

すための企業行動指針、ならびに関係法令ごとに遵守すべき行動の基準を定めた企業行動基準を定め、全役

職員に周知している。 

また、各部門、部署の責任者は、業務が法令、社内規程に基づき適正に行われているかを常に監視し、法

令違反行為の未然防止に努めており、内部監査部門（審査室）は、業務監査により業務上の法令違反等の重

大な事項を発見した場合は、直ちに取締役及び監査役に報告することとしている。 

さらには、企業倫理ヘルプラインを設置し、社員等から法令遵守と企業倫理に関する通報、相談を受け、

必要な措置を講ずる体制を整えており、状況等については、適宜監査役に報告を行うこととしている。 

今後も関係法令の遵守を目的として、継続的に研修会を実施し、マニュアルを作成・配布するなど教育、

啓蒙体制を拡充し、コンプライアンス体制の強化を図っていく。 

  

リスク管理体制 

各部署において個別のリスクに対応しているが、事業上の重大なリスクが見込まれる個別案件について



は、リスク管理委員会において審議を行っている。また、重大災害等の経営・事業に重大な影響を与える

事象が発生した場合は、「重大災害等対策要領」に従い、迅速に対応を行うことにしている。今後は、リス

ク管理に関する規程を制定し、リスク管理委員会を中心に全社でリスクマネジメント活動（リスクの抽出、

評価、対策の実施）を推進していく。また、管理本部が全社のリスクマネジメントの企画及びモニタリング

を行い、リスクマネジメントに関する重要事項については取締役会に報告することとしている。 

  

情報管理体制 

取締役会その他の経営会議体の記録、稟議書等の決裁文書、契約書その他の取締役の業務執行に関わる情

報については、取締役会規程、文書管理規程、その他の社内規程に従い、適切に保存、管理している。 

重要な会社情報については、法令、証券取引所規則及び内部情報管理および内部者取引規制に関する規則

に従い、適時かつ適切に開示している。 

  

企業集団における業務の適正を確保するための体制 

当社及びグループ各社は、経営理念、行動規範、倫理規範、企業行動指針及び事業戦略を共有し、当社の

内部統制システムの整備、運用の方針に従い、グループ各社の内部統制システムの整備、運用を図ることと

している。 

当社は、上場会社として親会社から一定の独立性を確保しつつ、親会社の企業グループの一員として人材

の交流、システムの共通化、工法の共同開発など相互補完を進めるとともに、親会社との個々の取引につい

ては、法令、社内規則で定める手続に従い、通常の商取引であるか適切に判断して行っている。 

なお、当社のコーポレート・ガバナンスの体制は下図のとおりである。 

  

  

  

  



  

(c) 内部監査及び監査役監査並びに会計監査の状況 

当社は、従来から審査室を設置しており、定期的に業務全般を審査し、業務の適正性をチェックしている。 

監査役と審査室とは、2ヶ月に1回の定例打ち合わせ会を開くなど、相互の監査結果、是正の状況及び監査計

画の進捗状況等について、情報や意見の交換を行っている。 

監査役は、会計監査人による会計監査に随時立会い、また相互に監査計画、監査実施状況、監査の結果等に

ついて意見交換し、相互の連携を図っている。 

取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実その他監査役と協議して定める事項について、監査

役または監査役会に報告している。また、監査役監査において、業務執行の状況等の報告を行うとともに、取

締役会、経営審議会、執行役員会、コンプライアンス委員会、リスク管理委員会など重要な会議において、内

部統制システムの機能状況を含め重要な経営事項について監査役と情報の共有を行っている。 

代表取締役は、監査役と定期的に懇談会を開催する等、監査役との情報や意見の交換に努めており、取締役

は、監査役が作成した監査方針・監査計画に従い監査役の職務が適切に行われるよう、体制の整備に留意して

いる。管理本部総務部及び審査室の要員は、監査役の指示に従い、職務補助者として監査業務の補助を行うこ

ととしている。また、監査役の職務補助者の独立性を確保するよう、補助者の人事異動、懲戒処分について

は、事前に監査役会の同意を得て行い、人事考課についても、監査役は意見を述べることができることとして

いる。 

会計監査人である中央青山監査法人とは、商法（会社法）監査と証券取引法監査について監査契約を締結

し、会計情報を提供し、公正不偏な立場から監査が実施される環境を整備している。監査業務の執行は、公認

会計士 平井 久也及び公認会計士 福原 正三により行われており、監査業務に係る補助者の構成は、公認会計

士5名、その他8名である。 

  



②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

平成18年3月31日現在、当社の社外取締役は3名、社外監査役は3名である。 

社外取締役のうち、上村正明氏は親会社である株式会社テトラの代表取締役社長、吉川文夫氏は同社の専務取

締役を兼務しており、当社は同社と競業関係にある。また、当社は同社から工事の一部を受注するとともに共同

で借入を行うなどの取引関係がある。 

その他の社外取締役及び社外監査役とは、特別の利害関係はない。 

なお、上村正明氏及び吉川文夫氏は、平成18年6月23日開催の定時株主総会において再任されたが、当社と同社

は平成18年10月1日をもって合併する予定であるため、社外取締役として選任はされていない。 

  

(3) 役員報酬及び監査報酬 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、及び監査法人に対する監査報酬は、以下のと

おりである。 

  

役員報酬： 取締役に支払った報酬 60 百万円 

  監査役に支払った報酬 18   

監査報酬： 公認会計士法（昭和23年法律第103号） 

第2条第1項に規定する業務に基づく報酬 

33   

  上記以外の業務に基づく報酬 ―   



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記

載している。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)によ

り作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び第59期(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31

日まで)及び第60期(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表並びに財務諸表について、中央青山

監査法人により監査を受けている。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

   現金預金   7,081   5,015   

   受取手形・ 
   完成工事未収入金 

※１ 20,782 17,640  

   有価証券 ※３ 26   23   

   未成工事支出金   3,609   2,086   

   販売用不動産   730   729   

   その他たな卸資産   498   461   

   未収入金   3,091   1,668   

   繰延税金資産   875   641   

   その他   1,906   664   

    貸倒引当金   △60   △137   

      流動資産合計   38,539 76.7 28,791 73.9 

Ⅱ 固定資産           

 １ 有形固定資産           

    建物・構築物   1,010   952   

    機械・運搬具・ 
    工具器具備品 

  5,778 5,746  

    土地   1,306   1,279   

     減価償却累計額   △5,723   △5,676   

      有形固定資産合計   2,370 4.7 2,302 5.9 

 ２ 無形固定資産   156 0.3 121 0.3 

 ３ 投資その他の資産           

   投資有価証券 
※2、 
 3 

1,700   1,845   

   長期貸付金   1,242   1,271   

   繰延税金資産   4,834   4,080   

   その他   4,490   3,950   

   貸倒引当金   △3,106   △3,395   

    投資その他の資産合計   9,160 18.3 7,751 19.9 

     固定資産合計   11,687 23.3 10,173 26.1 

     資産合計   50,226 100 38,964 100 



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

   支払手形・工事未払金   16,364   14,262   

   短期借入金 ※４ 12,900   5,767   

   未払法人税等   97   103   

   未成工事受入金   3,441   2,313   

   完成工事補償引当金   13   18   

   賞与引当金   243   234   

   受注工事損失引当金   52   28   

   その他   3,002   2,026   

     流動負債合計   36,113 71.9 24,752 63.5 

Ⅱ 固定負債           

   長期借入金   7,800   5,400   

   退職給付引当金   5,100   4,323   

   その他   44   45   

     固定負債合計   12,944 25.8 9,768 25.1 

     負債合計   49,057 97.7 34,519 88.6 

            

(資本の部)           

Ⅰ 資本金 ※５ 3,639 7.2 4,989 12.8 

Ⅱ 資本剰余金   0 0.0 1,347 3.5 

Ⅲ 利益剰余金   △2,480 △4.9 △1,945 △5.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   16 0.0 35 0.1 

Ⅴ 為替換算調整勘定   ― ― 20 0.0 

Ⅵ 自己株式 ※６ △7 △0.0 △1 △0.0 

     資本合計   1,169 2.3 4,445 11.4 

   負債・資本合計   50,226 100 38,964 100 



② 【連結損益計算書】 

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
比率
(％) 

金額(百万円) 
比率
(％) 

Ⅰ 売上高       100     100 

完成工事高 ※１   61,188     57,312   

Ⅱ 売上原価               

完成工事原価     51,806 84.7   49,428 86.2 

売上総利益               

完成工事総利益     9,382 15.3   7,884 13.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２   5,662 9.2   5,587 9.8 

営業利益     3,720 6.1   2,298 4.0 

Ⅳ 営業外収益               

受取利息   6     5     

業務受託収入   ―     33     

特許実施収入   ―     31     

持分法による投資利益   ―     85     

移転補償収入   61     ―     

雑収入   142 209 0.3 88 243 0.4 

Ⅴ 営業外費用               

支払利息   345     128     

支払手数料   210     340     

貸倒引当金繰入額   492     21     

持分法による投資損失   16     ―     

雑支出   201 1,264 2.0 93 582 1.0 

経常利益     2,665 4.4   1,958 3.4 

Ⅵ 特別利益               

前期損益修正益   57     84     

固定資産売却益 ※４ 2     78     

貸倒引当金戻入額   56     119     

その他特別利益   14 130 0.2 1 281 0.5 

Ⅶ 特別損失               

前期損益修正損   29     21     

固定資産除却損 ※５ 44     3     

貸倒引当金繰入額   ―     533     

退職給付会計基準変更時
差異償却額 

  1,009 ―   

その他特別損失   4 1,087 1.8 112 670 1.2 

税金等調整前当期純利益     1,708 2.8   1,570 2.7 

法人税、住民税及び事業税   67     57     

法人税等調整額   518 585 1.0 975 1,032 1.8 

当期純利益     1,123 1.8   538 0.9 
       



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     15,152   0 

            

Ⅱ 資本剰余金増加高           

新株予約権の行使 
による増加額 

― 1,347  

自己株式処分差益   0 0 ― 1,347

            

Ⅲ 資本剰余金減少高           

欠損填補のための取崩額   15,152 15,152 0 0 

            

Ⅳ 資本剰余金期末残高     0   1,347 

            

(利益剰余金の部)           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △18,755   △2,480 

            

Ⅱ 利益剰余金増加高           

減資に伴う 
利益剰余金増加高 

15,152 ―  

連結会社除外に伴う 
利益剰余金増加高 

0 ―  

当期純利益   1,123 16,275 538 538 

            

Ⅲ 利益剰余金減少高           

自己株式処分差損   ― ― 3 3 

            

Ⅳ 利益剰余金期末残高     △2,480   △1,945 

   



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

   税金等調整前当期純利益   1,708 1,570 

   減価償却費   239 228 

   貸倒引当金の増加・減少(△)額   △2,528 366 

   退職給付引当金の増加・減少(△)額   △337 △778 

   受取利息及び受取配当金   △14 △8 

   支払利息   345 128 

   持分法による投資損失・利益(△)   16 △85 

   売上債権の減少・増加(△)額   4,490 3,142 

   未成工事支出金の減少・増加(△)額   247 1,523 

   たな卸資産の減少・増加(△)額   148 1 

   その他流動資産の増加(△)・減少額   5,988 2,666 

   投資その他の資産の減少・増加(△)額   3,892 540 

   仕入債務の増加・減少(△)額   △8,341 △2,140 

   未払金の増加・減少(△)額   △3,824 44 

   未成工事受入金の増加・減少(△)額   △779 △1,128 

   未払消費税等の増加・減少(△)額   △2,508 370 

   投資有価証券売却損・益(△)   0 0 

   固定資産除却損   44 3 

   その他   1,548 △1,301 

    小計   336 5,141 

   利息及び配当金の受取額   19 7 

   利息の支払額   △474 △144 

   法人税等の支払額   △48 △51 

     営業活動によるキャッシュ・フロー   △167 4,954 



  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

   定期預金の払戻しによる収入   2 ― 

   有形固定資産の取得による支出   △228 △212 

   有形固定資産の売却による収入   949 105 

   投資有価証券の取得による支出   △35 △81 

   投資有価証券の売却による収入   11 8 

   貸付けによる支出   △32 △47 

   貸付金の回収による収入   110 20 

   その他   △25 6 

     投資活動によるキャッシュ・フロー   753 △201 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

   短期借入金増加・減少(△)額   △15,703 △7,133 

   長期借入れによる収入   12,000 ― 

   長期借入金の返済による支出   △13,644 △2,400 

   新株予約権付社債の発行による収入   ― 3,000 

   社債の償還による支出   △500 △300 

   その他   △1 △17 

     財務活動によるキャッシュ・フロー   △17,848 △6,851 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加・減少(△)額   △17,262 △2,098 

Ⅴ 新規連結に伴う 
  現金及び現金同等物の増加額 

 ― 32 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高   24,344 7,081 

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高   7,081 5,015 
     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

１ 連結の範囲に関する事項     

(1)連結子会社 １社 

 フドウ技研㈱ 
なお、当連結会計年度において連結

子会社であったフドウ道路㈱は、会社
の清算を結了している。 

２社 

 フドウ技研㈱ 
 Fudo Construction Inc. 
なお、Fudo Construction Inc.は当

連結会計年度から本格的に事業展開を
開始し重要性が増したため、連結の範
囲に含めることとした。 

(2)非連結子会社 Fudo Construction Inc.
  

――――― 

(3)非連結子会社につい

て、連結の範囲から除

いた理由 

非連結子会社は、小規模会社であ

り、総資産、売上高、当期純損益(持

分に見合う額)及び利益剰余金(持分に

見合う額)等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていない。 

――――― 

２ 持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社と関連会社に対する投

資額については、小規模会社を除き、

持分法を適用している。 

関連会社に対する投資額について

は、小規模会社を除き、持分法を適用

している。 

(1)持分法を適用した非連

結子会社及び関連会社 

関連会社３社 

環境エンジニアリング㈱ 

フドウ土地建物㈱ 

鹿央総合開発㈱ 

なお、前連結会計年度まで関連会社

であった福祉産業㈱は、関連会社に該

当しなくなったため、関連会社から除

外している。 

また、鹿央総合開発㈱は当連結会計

年度に株式を追加取得したため、関連

会社となった。 

関連会社２社 

環境エンジニアリング㈱ 

鹿央総合開発㈱ 

なお、前連結会計年度まで関連会社

であったフドウ土地建物㈱は、会社の

清算を結了したため、関連会社から除

外している。 

また、清算時までの損益計算書につ

いては持分法を適用している。 

(2)持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会

社 

非連結子会社 Fudo  Construction 

Inc. 

関連会社    ティ・エフ・エム開

発㈱ 

関連会社  ティ・エフ・エム開発㈱ 

(3)持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会

社について持分法を適

用しない理由 

上記(2)の非連結子会社及び関連会

社は、それぞれ当期純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないため、持

分法の適用から除外している。 

上記(2)の関連会社は、当期純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であるため、持分法の適用から除外し

ている。 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

すべての連結子会社の決算日は連結

決算日と一致している。 

Fudo Construction Inc.の決算日は

12月31日である。連結財務諸表作成に

あたっては同決算日現在の財務諸表を

使用している。ただし、１月１日から

連結決算日３月31日までの期間に発生

した重要な取引については連結上必要

な調整を行っている。 

また、フドウ技研㈱の事業年度は連

結財務諸表提出会社と同一である。 



  

項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

４ 会計処理基準に関する事

項 

    

(1)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末前１ケ月の市場価格の平均

に基づいて算定された価額によ

る時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定してい

る。） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法または

償却原価法（定額法） 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  

時価のないもの 

同左 

  たな卸資産 

①未成工事支出金 

個別法による原価法 

②販売用不動産 

個別法による原価法 

③その他たな卸資産 

個別法による原価法及び先入先出

法による原価法 

たな卸資産 

①未成工事支出金 

 同左 

②販売用不動産 

 同左 

③その他たな卸資産 

 同左 

(2)重要な減価償却資産の

減価償却方法 

有形固定資産 

定額法によっているが、連結子会

社では定率法によっている。 

なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっている。 

  

無形固定資産 

定額法によっている。ただし、自

社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(5年)に

基づく定額法によっている。 

有形固定資産 

定額法によっているが、一部の連

結子会社では定率法によっている。 

なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっている。 

無形固定資産 

同左 

(3)重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒による

損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上している。 

貸倒引当金 

同左 

  完成工事補償引当金 

完成工事に係る瑕疵担保の費用に

備えるため、将来の見積補償額を計

上している。 

完成工事補償引当金 

同左 

  賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与に備

えるため、支給見積額を計上してい

る。 

賞与引当金 

同左 



  

項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

  受注工事損失引当金 

受注工事の損失に備えるため、期

末受注残高のうち、工事原価の発生

見込額が受注金額を超過する請負工

事について、その超過額が合理的に

見積り可能となったものについてそ

の超過見込額を計上している。 

(追加情報) 

期末受注残高のうち当連結会計年

度末で損失が確実視される工事が新

たに発生したため、翌連結会計年度

以降に発生が見込まれる損失を引当

計上している。 

この結果、当連結会計年度の税金

等調整引前当期純利益が 52百万円

減少している。 

受注工事損失引当金 

同左 

  

  

  

  

  

――――― 

  

  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上している。 

会計基準変更時差異は、５年によ

る均等額を費用処理している。 

過去勤務債務は、４年による定額

法により費用処理することとしてい

る。 

数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務年数による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理することとして

いる。 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上している。 

過去勤務債務は、４年による定額

法により費用処理することとしてい

る。 

数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務年数による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理することとして

いる。 

  役員退職引当金 

役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規による期末要支給額の全

額を計上している。 

なお、当連結会計年度は内規の運

用を停止しているため、計上してい

ない。 

役員退職引当金 

同左 

(4)重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

同左 



  

  

項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

(5)重要なヘッジ会計の方

法 

――――― ①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっている。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

ヘッジ対象 

変動金利借入金取引 

③ヘッジ方針 

長期的にみて金利の上昇が予想さ

れることから、金利変動リスクを相

殺し固定化するヘッジを行うことと

している。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象とヘッジ手段につい

て、キャッシュ・フローの変動の累

計を比較する方法によっている。 

(6)その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上基準は工事完成

基準によっているが、長期大型（工

期１年以上請負金額３億円以上）の

工事については、工事進行基準によ

っている。 

完成工事高の計上基準 

同左 

  消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税に相当する

額の会計処理は、税抜方式によって

いる。 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価は

全面時価評価法によっている。 

同左 

６ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会計年度

中に確定した利益処分に基づいて作成

している。 

同左 

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ケ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなる。 

同左 



表示方法の変更 
  

  

前連結会計年度 当連結会計年度 

（連結貸借対照表関係） 

「販売用不動産」は資産総額の100分の1を超えた

ため、区分掲記した。なお、前連結会計年度の流動資

産の「その他たな卸資産」に含まれている「販売用不

動産」の金額は189百万円である。 

――――― 

「未払金」は資産総額の100分の5以下となったた

め、「その他（流動負債）」に含めて表示している。

なお、当連結会計年度の流動負債の「その他」に含ま

れている「未払金」の金額は369百万円である。 

――――― 

（連結損益計算書関係） 

――――― 

（連結損益計算書関係） 

「業務受託収入」は営業外収益の100分の10を超え

たため、区分掲記した。なお、前連結会計年度の営業

外収益の「雑収入」に含まれている「業務受託収入」

の金額は17百万円である。 

――――― 「特許実施収入」は営業外収益の100分の10を超え

たため、区分掲記した。なお、前連結会計年度の営業

外収益の「雑収入」に含まれている「特許実施収入」

の金額は20百万円である。 

「投資有価証券評価損」は金額的な重要性がなく

なったため「その他特別損失」に含めて表示してい

る。なお、当連結会計年度の「その他特別損失」に含

まれている「投資有価証券評価損」の金額は2百万円

である。 

――――― 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

「その他流動資産の増加(△)・減少額」は当連結

会計年度において金額的重要性が増したため、区分掲

記した。なお、前連結会計年度の営業活動によるキャ

ッシュ・フローに含まれている「その他流動資産の増

加(△)・減少額」の金額は△604百万円である。 

――――― 

「投資有価証券評価損」は当連結会計年度におい

て金額的重要性が無くなったため、営業活動によるキ

ャッシュ・フローの「その他」に含めている。なお、

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含まれている「投資有価証券評価損」

の金額は2百万円である。 

――――― 



追加情報 

  

  

注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度 当連結会計年度 

(法人事業税の外形標準課税制度) 

当連結会計年度から外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、法人事業税のうち付加価値割及び資

本割については販売費及び一般管理費に計上してい

る。 

この結果、販売費及び一般管理費は23百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利

益が23百万円それぞれ減少している。 

――――― 

前連結会計年度 当連結会計年度 

※１ 受取手形裏書譲渡高 124百万円 ※１ 受取手形裏書譲渡高 264百万円

※２ このうち非連結子会社及び関連会社に対する金額

は、次のとおりである。 

投資有価証券(株式) 564百万円

※２ このうち非連結子会社及び関連会社に対する金額

は、次のとおりである。 

投資有価証券(株式) 619百万円

※３ 下記資産は、宅地建物取引業法に基づく営業保証

金として法務局に供託している。 

有価証券 26百万円

投資有価証券 6 

合計 32 

※３ 下記資産は、宅地建物取引業法に基づく営業保証

金として法務局に供託している。 

有価証券 20百万円

※４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行と貸出コミットメント契約を締結している。 

   これらの契約に基づく当連結会計年度末の残高は

次のとおりである。 

貸出コミットメントの総額 12,000百万円

借入実行残高 10,500 

差引額 1,500 

※４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行と貸出コミットメント契約を締結している。 

   これらの契約に基づく当連結会計年度末の残高は

次のとおりである。 

貸出コミットメントの総額 10,000百万円

借入実行残高 3,000 

差引額 7,000 

※５ 会社の発行する株 

   式の総数 

普通株式 

第 1種優先

株式 

272,559千株 

14,000千株 

発行済株式の総数 普通株式 

第1種優先

株式 

162,860千株 

4,000千株 

※５ 会社の発行する株 

   式の総数 

普通株式 

第 1種優先

株式 

272,559千株 

10,000千株 

発行済株式の総数 普通株式 

  

182,025千株 

  

※６ 自己株式の保有数 普通株式 15,886株 ※６ 自己株式の保有数 普通株式 4,121株 

    



(連結損益計算書関係) 
  

前連結会計年度 当連結会計年度 

※１ 完成工事高のうち工事進行基準により計上した額 

  22,923百万円

※１ 完成工事高のうち工事進行基準により計上した額 

  22,651百万円

※２ このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであ

る。 

従業員給料手当 2,124百万円

賞与引当金繰入額 377 

退職給付費用 △275 

※２ このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであ

る。 

従業員給料手当 1,977百万円

賞与引当金繰入額 381 

退職給付費用 △26 

貸倒引当金繰入額 93 

 ３ 研究開発費 

一般管理費及び完成工事原価に含まれている研究

開発費は、332百万円である。 

 ３ 研究開発費 

一般管理費及び完成工事原価に含まれている研究

開発費は、285百万円である。 

※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

車両運搬具 2百万円

※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

土地 78百万円

機械装置 0 

合計 78 

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

建物 31百万円

構築物 1 

機械装置 2 

工具器具 1 

備品 8 

合計 44 

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

機械装置 3百万円



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度 当連結会計年度 

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

(平成17年３月31日) 

  

現金預金勘定 7,081百万円

現金及び現金同等物 7,081 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

(平成18年３月31日) 

  

２ 重要な非資金取引の内容 

  新株予約権行使による増加額及び減少額は次のとお

りである。 

  

現金預金勘定 5,015百万円

現金及び現金同等物 5,015 

資本金の増加額 1,350百万円

資本準備金の増加額 1,347 

利益剰余金の減少額 △3 

自己株式の減少額 5 

新株予約権付社債の減少額 2,700 



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

  前連結会計年度 当連結会計年度 

１ リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引 

    

(借主側) 

①リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

    

  

  

 
取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

期末残高
相当額 

機械・ 
運搬具・
工具器具
備品 

百万円 百万円 百万円

1,110 408 703

  

 
取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

期末残高
相当額 

機械・
運搬具・
工具器具
備品 

百万円 百万円 百万円 

1,129 541 589 

②未経過リース料期末残高相

当額 

１年内 188百万円

１年超 540 

 計 728 

１年内 184百万円 

１年超 428 

 計 612 

③支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 

減価償却費相当額 

支払利息相当額 

  

  

265百万円

218百万円

41百万円

  

  

236百万円 

195百万円 

38百万円 

④減価償却費相当額の算定方

法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。 

同左 

⑤利息相当額の算定方法 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法に

よっている。 

同左 

２ オペレーティング・リー

ス取引 

    

(借主側) 

未経過リース料 

  

１年内 8百万円

１年超 8 

 計 16 

  

１年内 6百万円 

１年超 1 

 計 8 

      



(有価証券関係) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 減損処理の対象銘柄は、以下の基準としている。 

(1) 評価損率50％以上の銘柄＝全銘柄 

(2) 評価損率30％以上の銘柄＝時価の回復可能性なしと判断した銘柄 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

４ その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

次へ 

種類 

前連結会計年度 当連結会計年度 

取得原価 
  

(百万円) 

連結貸借
対照表 
計上額 
(百万円) 

差額
  

(百万円) 

取得原価
  

(百万円) 

連結貸借 
対照表 
計上額 
(百万円) 

差額 
  

(百万円) 

(1)連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの 

     

株式 103 130 27 103 162 59 

国債 20 20 0 ― ― ― 

小計 123 150 27 103 162 59 

(2)連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの 

     

株式 ― ― ― ― ― ― 

小計 ― ― ― ― ― ― 

合計 123 150 27 103 162 59 

    前連結会計年度 当連結会計年度 

売却額 (百万円) 0 ― 

売却益の合計額 (百万円) ― ― 

売却損の合計額 (百万円) 0 ― 

    前連結会計年度 当連結会計年度 

非上場株式 (百万円) 1,000 1,062 

公債 (百万円) 12 26 

種類 

前連結会計年度 当連結会計年度 

１年以内 
(百万円) 

１年超
５年以内 
(百万円) 

５年超 
10年以内 
(百万円) 

10年超
(百万円) 

１年以内
(百万円) 

１年超
５年以内 
(百万円) 

５年超 
10年以内 
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

国 債 20 ― ― ― 20 ― ― ― 

公 債 6 6 ― ― 3 3 ― ― 

合計 26 6 ― ― 23 3 ― ― 



(デリバティブ取引関係) 

  

前へ   次へ 

前連結会計年度 当連結会計年度 

当社グループは、デリバティブ取引を行っていないの

で、該当事項はない。 

１ 取引の状況に関する事項 

①取引の内容及び利用目的等 

当社グループは、借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取引を行っている。 

なお、金利スワップ取引についてはヘッジ会計

を適用している。 

  (1)ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) 

金利スワップ取引 

(ヘッジ対象) 

変動金利借入金取引 

  (2)ヘッジ方針 

長期的にみて金利の上昇が予想されることか

ら、金利変動リスクを相殺し固定化するヘッジ

を行うこととしている。 

  (3)ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象とヘッジ手段についてキャッシュ・

フローの変動の累計を比較する方法によってい

る。 

  ②取引に対する取組方針 

借入金利息の金利変動リスクを回避する目的で

金利スワップ取引等を利用しており、投機目的の

ためのデリバティブ取引は行わない方針である。 

  ③取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引においては、市場金利の変動

によるリスクを有している。 

なお、デリバティブ取引の相手先は信用度の高

い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行に

よるいわゆる信用リスクはほとんどないと判断し

ている。 

  ④取引に係るリスク管理体制 

当社グループのデリバティブ取引は、内規に基

づき、管理部門責任者が取引の決裁を行い、財務

部門において取引の実行及び管理を行っている。 

  

  ２ 取引の時価等に関する事項 

当社グループは、金利変動のヘッジを目的とした

デリバティブ取引のみを行っており、ヘッジ会計を

適用しているため、開示の対象から除いている。 



(退職給付関係) 

  

  

  

前へ   次へ 

前連結会計年度 当連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設

けている。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度と

して、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を

設けている。 

２ 退職給付債務に関する事項 

    (百万円)

退職給付債務 △ 11,787 

年金資産   4,834 

未積立退職給付債務 △ 6,953 

未認識数理計算上の差異   4,316 

未認識過去勤務債務 △ 2,463 

連結貸借対照表計上額純額 △ 5,100 

退職給付引当金 △ 5,100 

２ 退職給付債務に関する事項 

    (百万円)

退職給付債務 △ 12,003 

年金資産   5,617 

未積立退職給付債務 △ 6,387 

未認識数理計算上の差異   3,706 

未認識過去勤務債務 △ 1,642 

連結貸借対照表計上額純額 △ 4,323 

退職給付引当金 △ 4,323 

３ 退職給付費用に関する事項 

    (百万円)

勤務費用   209 

利息費用   323 

期待運用収益 △ 211 

会計基準変更時差異の費用処理額   1,009 

数理計算上の差異の費用処理額   462 

過去勤務債務の費用処理額 △ 1,404 

退職給付費用   388 

３ 退職給付費用に関する事項 

    (百万円)

勤務費用   216 

利息費用   295 

期待運用収益 △ 193 

数理計算上の差異の費用処理額   437 

過去勤務債務の費用処理額 △ 821 

退職給付費用 △ 68 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

退職給付見込額の

期間配分方法 

  期間定額基準 

割引率   2.5 ％ 

期待運用収益率   4.0 ％ 

過去勤務債務の額

の処理年数 

  ４年 

数理計算上の差異

の処理年数 

  発生時の従業員の平均残存

勤務年数によっている。(翌

連結会計年度から定額法に

より、費用処理することと

している。) 

会計基準変更時差

異の処理年数 

  ５年 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

退職給付見込額の

期間配分方法 

  期間定額基準 

割引率   2.0 ％ 

期待運用収益率   4.0 ％ 

過去勤務債務の額

の処理年数 

  ４年 

数理計算上の差異

の処理年数 

  発生時の従業員の平均残存

勤務年数によっている。(翌

連結会計年度から定額法に

より、費用処理することと

している。) 

      



  

(税効果会計関係) 

  

  

前へ     

前連結会計年度 当連結会計年度 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    

貸倒引当金損金算入限度超過額 922百万円 

販売用不動産等評価損 1,807  

退職給付引当金損金算入限度 

超過額 
2,048  

固定資産評価損 2,113  

未実現有形固定資産売却益 594  

投資有価証券評価損 205  

繰越欠損金 10,090  

その他 209  

評価性引当額         △12,267  

繰延税金資産 合計 5,720  

     

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △11  

繰延税金負債 小計 △11  

     

繰延税金資産の純額 5,709  

     

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,115百万円 

販売用不動産等評価損 1,807  

退職給付引当金損金算入限度 

超過額 
1,759  

固定資産評価損 2,114  

未実現有形固定資産売却益 491  

投資有価証券評価損 209  

繰越欠損金 9,215  

その他 193  

評価性引当額         △12,158  

繰延税金資産 合計 4,745  

     

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △24  

繰延税金負債 小計 △24  

     

繰延税金資産の純額 4,721  

     

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.7 ％ 

（調整）     

永久に損金に算入されない項目 6.8   

住民税均等割額等 3.9   

その他 △1.2   

評価性引当額の増減による影響 △16.0   

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.2   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.7％ 

（調整）    

永久に損金に算入されない項目 8.3  

住民税均等割額等 4.2  

その他 0.0  

評価性引当額の増減による影響 12.5  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 65.7  

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める建設事業の割合

がいずれも90%を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略した。 

当連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める建設事業の割合

がいずれも90%を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略した。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

重要な在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、所在地別セグメント情報の記載をしていない。 

当連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

全セグメントの売上高合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略した。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

海外売上高がないため、海外売上高の記載をしていない。 

当連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略した。 

  



(関連当事者との取引) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

親会社及び法人主要株主等 

(注) 当社は銀行借入に対して親会社より保証予約を受けている。 

なお、銀行借入に係る保証予約の取引金額については、銀行借入の被保証残高を記載している。 

また、当該債務の被保証予約に対しては保証料を支払っていない。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

親会社及び法人主要株主等 

(注) 当社は銀行借入に対して親会社より保証予約を受けている。 

なお、銀行借入に係る保証予約の取引金額については、銀行借入の被保証残高を記載している。 

また、当該債務の被保証予約に対しては保証料を支払っていない。 

  

  

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金

(百万円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等の

所有(被所有)

割合(％) 

関係内容
取引の 
内 容 

取引金額 
(百万円) 

科目
期末残高

(百万円) 役員の

兼任等

事業上

の関係 

親会社 ㈱テトラ 東京都 
港区 

2,751 建設事業
型枠賃貸

事業 
その他の

事業 

（被所有)

直接 59.6 
役員の

兼任 
２人

当社に建設

工事を発注

している。

当社銀行

借入に対

する債務

の被保証

予約(注) 

10,200 ― ―

             

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金

(百万円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等の

所有(被所有)

割合(％) 

関係内容
取引の 
内 容 

取引金額 
(百万円) 

科目
期末残高

(百万円) 役員の

兼任等

事業上

の関係 

親会社 ㈱テトラ 東京都 
港区 

2,751 建設事業
型枠賃貸

事業 
その他の

事業 

（被所有)

直接 53.3 
役員の

兼任 
２人

当社に建設

工事を発注

している。

当社銀行

借入に対

する債務

の被保証

予約(注) 

10,800 ― ―

             



(１株当たり情報) 

  

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりである。 

  

  前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資産額 5.95 円 24.42 円 

１株当たり当期純利益 7.10 円 3.11 円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

  

6.95 円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載していない。 

項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり当期純利益     

連結損益計算書上の当期純利益 1,123 百万円 538 百万円 

普通株主に帰属しない金額 5 百万円 ― 百万円 

（うち第１種優先株式に対する優先配当額の当該連結

会計年度に係る要支払額） 

  

5 百万円 

  

― 百万円 

普通株式に係る当期純利益 1,118 百万円 538 百万円 

普通株式の期中平均株式数 157,540 千株 173,201 千株 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額 5 百万円 ― 百万円 

（うち第１種優先株式に対する優先配当額の当該連結

会計年度に係る要支払額） 

  

5 百万円 

  

― 百万円 

普通株式増加数 4,000 千株 ― 千株 

（うち第１種優先株式） 4,000 千株 ― 千株 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

――――― ――――― 



(重要な後発事象) 

  

前連結会計年度 当連結会計年度 

当社は、平成17年５月16日開催の取締役会において、
次のとおり第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の
発行を決議し、同年６月１日に発行した。 
(1) 発行総額 

30億円 
(2) 発行価額 

額面100円につき金100円 
(3) 利率 

利息は付さない 
(4) 償還期限 

平成19年6月1日 
(5) 新株予約権の内容 
① 転換価額 

１株につき当初208円 
② 転換価額の修正 

毎月第3金曜日まで（当日を含む）の5連続
取引日の株式会社東京証券取引所における
当社普通株式の普通取引の毎日の終値の平
均値の90％に相当する金額に修正される。 
ただし、上限転換価額は416円、下限転換
価額は104円とする。 

③ 行使請求期間 
平成17年6月2日から平成19年5月31日まで 

④ 行使の条件 
新株予約権の行使請求により当社が新たに
発行する当社普通株式数の累計が1,500万
株を超えることとなる行使請求を行うこと
はできない。 

(6) 募集方法 
第三者割当の方法により、全額を野村證券
株式会社に割り当てる。 

(7) 資金使途 
借入金返済および運転資金に充当する。 
  
  

（株式会社テトラとの合併） 
当社は、平成18年４月26日に株式会社テトラとの
間で合併契約を締結した。当該合併契約書は、平成
18年６月23日開催の当社の第60期定時株主総会及び
平成18年６月21日開催の株式会社テトラの第54回定
時株主総会において承認を受けている。 
合併の目的、合併契約書の要旨及び株式会社テト
ラの直近事業年度の事業内容及び貸借対照表（要
約）等は次のとおりである。 

１.合併の目的 
今日の建設業界を取巻く環境は、公共投資が長期
的に減少を続けているなど、ますます厳しさを増し
ている。この1年間においても、「公共工事品質確保
法」や「改正独占禁止法」が施行され、一般競争入
札の拡大や総合評価方式の進展、さらには、平成18
年秋にも予定されている「入札ボンド」の導入など
によって、公共工事の入札・契約制度が大きく変わ
ろうとしている。 
このような状況に対応するため、両社は経営資源
を結集し、陸上、海洋の両土木事業に加えて、地盤
改良事業とブロック事業に関する独自の技術とノウ
ハウを生かし、従来型の市場を確保するとともに、
耐震、耐津波・高潮、環境、都市再生など今後拡大
が見込まれる分野への取り組みを強化して、高収益
の確保と強固な経営基盤の確立を図り、「技術と財
務体質に優れた会社」を目指す。 

  
２.合併後の会社の名称 

合併後の会社の名称は株式会社不動テトラと称
し、英文ではFudo Tetra Corporationと表示する。 
  
３.本店の所在地 

大阪市中央区に置く。 
  
４.合併契約書の要旨 
(1)合併の方法 

両社対等の精神をもって合併を行うものとする
が、法手続上は、当社を存続会社とし、株式会社テ
トラは解散する。 

(2)合併により発行する株式およびその割当 
本合併に際し新株式を発行しないものとし、本合
併により株式会社テトラから承継することとなる当
社の普通株式のうち81,697,468株を、株式会社テト
ラの株式１株に対して、当社の株式2.40株の割合を
もって割当交付する。 

(3)合併期日 
平成18年10月１日とする。 

(4)合併交付金 
合併に際し合併交付金の支払いは行わない。 
  



  

前連結会計年度 当連結会計年度 

  
  
  
  
  
  
  

(5)増加すべき資本金および準備金等 
① 増加すべき資本金 
10,694,912円。本合併後の当社の資本金は50億
円となる。 
② 増加すべき資本準備金 
合併差益の額から③および④の額を控除した
額。 
③ 増加すべき利益準備金 
合併期日における株式会社テトラの利益準備金
の額。 
④ 増加すべき任意積立金その他の留保利益 
合併期日における株式会社テトラの任意積立金
その他の留保利益の額。 
  

５.株式会社テトラの事業の内容、最近事業年度の貸借
対照表（要約）及び損益計算書（要約） 
(1)事業の内容 
①住   所  東京都港区三田三丁目11番34号 
②代表者の氏名 代表取締役社長 上村 正明 
③事業の内容  港湾・漁港・海岸及び河川構造物

の設計及び施工並びに土木工事の
設計及び施工 
テトラポッド等消波・根固ブロッ
ク製作用型枠の賃貸 
港湾・漁港・海岸及び河川等にお
ける建設コンサルタント業務 
環境商品・景観商品及び建設資機
材等の販売 

  
(2)第54期 貸借対照表（要約） 

       （平成18年3月31日） （単位：百万円） 

  
(3)第54期 損益計算書（要約） 

      （自 平成17年4月 1日 
       至 平成18年3月31日）（単位：百万円） 

  
なお、平成18年３月31日現在の同社の従業員数
は、394人である。 

  

区  分 金額 区  分 金額 
流動資産 8,966 流動負債 5,821 
固定資産 10,265 固定負債 429 
    負債合計 6,250 
    資本合計 12,981 
        
資産合計 19,231 負債資本合計 19,231 

区分 金額 
売上高 18,458 
売上総利益 2,639 
営業利益 622 
経常利益 631 
税引前当期純利益 305 
当期純利益 64 
当期未処分利益 555 



  

  

前連結会計年度 当連結会計年度 

  （国土交通省からの営業停止処分について） 
当社は、東京都発注の工事入札に係る元当社社員
の有罪判決が確定したことに伴い、建設業法の規定
に基づき、国土交通省より平成１８年４月２４日付
で、関東地方整備局管内１都８県の区域内におけ
る、土木工事業に関する営業のうち、公共工事及び
民間工事で補助金等の交付を受けているものについ
て、同年５月９日から６月７日までの３０日間、営
業停止処分を受けた。 
しかしながら、現在のところ、当該事象による影
響を合理的に見積もることは困難であり、当該事象
が翌連結会計年度以降の財政状態及び経営成績に与
える影響は明らかではない。 

  



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項なし。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載している。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりである。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 10,500 3,367 0.84 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 2,400 2,400 0.85 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

7,800 5,400 0.85 平成19年～平成21年

その他有利子負債 ― ― ― ― 

合計 20,700 11,167 ― ― 

区分 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 

長期借入金(百万円) 2,400 2,400 600 ― 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

現金預金     6,602     4,403   

受取手形     3,032     2,110   

完成工事未収入金 ※１   17,404     14,684   

有価証券 ※２   26     23   

未成工事支出金     3,709     2,052   

販売用不動産     730     729   

短期貸付金     0     0   

関係会社短期貸付金     2,100     1,974   

未収入金     3,082     1,669   

繰延税金資産     875     619   

預け金     1,033     ―   

その他流動資産     909     743   

貸倒引当金     △64     △108   

流動資産合計     39,439 79.2   28,899 76.2 

Ⅱ 固定資産               

 １ 有形固定資産               

建物   83     84     

減価償却累計額   39 44   43 41   

構築物   13     13     

減価償却累計額   12 1   12 1   

機械装置   3     3     

減価償却累計額   1 2   2 2   

工具器具・備品   286     288     

減価償却累計額   196 90   207 81   

有形固定資産計     137     125   

 ２ 無形固定資産     135     110   



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 ３ 投資その他の資産               

投資有価証券 ※２   1,125     1,222   

関係会社株式     483     661   

長期貸付金     903     903   

関係会社長期貸付金     2,105     2,011   

従業員長期貸付金     134     157   

破産債権、更生債権等     879     859   

長期前払費用     101     69   

繰延税金資産     3,935     3,301   

長期営業外未収入金 ※１   15,170     1,796   

会員権等 ※１   872     826   

その他投資等     295     290   

貸倒引当金     △15,941     △3,299   

投資その他の資産計     10,061     8,795   

固定資産合計     10,334 20.8   9,030 23.8 

資産合計     49,772 100   37,929 100 

                

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

支払手形 ※１   7,788     8,060   

工事未払金 ※１   8,813     5,953   

短期借入金 ※３   12,900     5,767   

未払金     369     385   

未払法人税等     92     100   

未成工事受入金     3,441     2,313   

預り金     2,320     1,181   

完成工事補償引当金     13     18   

賞与引当金     219     207   

受注工事損失引当金     52     28   

その他流動負債     222     409   

流動負債合計     36,230 72.8   24,420 64.4 



  
  

前事業年度
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅱ 固定負債               

長期借入金     7,800     5,400   

退職給付引当金     4,576     3,860   

その他固定負債     51     49   

固定負債合計     12,427 25.0   9,309 24.5 

負債合計     48,656 97.8   33,729 88.9 

                

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※４   3,639 7.3   4,989 13.2 

Ⅱ 資本剰余金               

資本準備金     ―     1,347   

その他資本剰余金               

自己株式処分差益   0 0   ― ―   

資本剰余金合計     0 0.0   1,347 3.5 

Ⅲ 利益剰余金               

当期未処理損失   2,533     2,170     

利益剰余金合計     △2,533 △5.1   △2,170 △5.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     16 0.0   35 0.1 

Ⅴ 自己株式 ※５   △7 △0.0   △1 △0.0 

資本合計     1,116 2.2   4,200 11.1 

負債資本合計     49,772 100   37,929 100 

        



② 【損益計算書】 

  

  

    
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
比率
(％) 

金額(百万円) 
比率
(％) 

Ⅰ 売上高       100     100 

完成工事高     59,003     54,158   

Ⅱ 売上原価               

完成工事原価     50,243 85.2   46,897 86.6 

売上総利益               

完成工事総利益     8,759 14.8   7,260 13.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

役員報酬   81     78     

従業員給料手当   2,325     2,254     

賞与引当金繰入額   190     114     

退職給付費用   △250     △18     

法定福利費   334     309     

福利厚生費   349     305     

修繕維持費   32     24     

事務用品費   156     118     

通信交通費   484     447     

動力用水光熱費   33     28     

調査研究費   289     217     

広告宣伝費   28     20     

貸倒引当金繰入額   ―     65     

交際費   111     122     

寄付金   16     14     

地代家賃   385     331     

減価償却費   20     17     

租税公課   89     45     

事業所税等   30     48     

保険料   10     8     

業務委託費   295     293     

雑費   444 5,452 9.2 376 5,214 9.6 

営業利益     3,308 5.6   2,047 3.8 



  

    
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
比率
(％) 

金額(百万円) 
比率
(％) 

Ⅳ 営業外収益               

受取利息 ※１ 120     106     

有価証券利息   0     1     

受取配当金   8     2     

業務受託収入 ※１ 63     61     

特許実施収入   ―     31     

賃貸収入   ―     29     

移転補償収入   61     ―     

雑収入   107 359 0.6 52 281 0.5 

Ⅴ 営業外費用               

支払利息割引料   345     128     

支払手数料   210     340     

貸倒引当金繰入額   504     20     

貸倒損失   ―     1     

雑支出   146 1,204 2.0 54 543 1.0 

経常利益     2,463 4.2   1,785 3.3 

Ⅵ 特別利益               

前期損益修正益   61     34     

貸倒引当金戻入額   44     116     

その他特別利益   14 119 0.2 1 151 0.3 

Ⅶ 特別損失               

前期損益修正損   29     21     

固定資産除却損 ※３ 39     ―     

貸倒引当金繰入額   ―     529     

退職給付会計基準変更時差異

償却額 
  880     ―     

その他特別損失   4 952 1.6 88 638 1.2 

税引前当期純利益     1,630 2.8   1,298 2.4 

法人税、住民税及び事業税   66     56     

法人税等調整額   457 523 0.9 877 933 1.7 

当期純利益     1,107 1.9   365 0.7 

前期繰越損失     3,639     2,533   

自己株式処分差損     ―     3   

当期未処理損失     2,533     2,170   

                



完成工事原価報告書 

  

(注) 原価計算の方法は、個別原価計算である。 

  

   
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比 
(％) 

材料費   13,761 27.4 12,987 27.7 

労務費   1,282 2.5 1,462 3.1 

(うち労務外注費)   (―) (―) (―) (―)

外注費   18,821 37.5 18,137 38.7 

経費   16,379 32.6 14,310 30.5 

(うち人件費)   (3,235) (6.4) (3,121) (6.7)

計   50,243 100 46,897 100 

       



③ 【損失処理計算書】 

  

  

  
前事業年度

平成17年６月24日 
株主総会決議 

当事業年度 
平成18年６月23日 
株主総会決議 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 

(当期未処理損失の処理)         

Ⅰ 当期未処理損失   2,533   2,170 

Ⅱ 損失処理額         

その他資本剰余金からの振替額 0 0 ― ― 

Ⅲ 次期繰越損失   2,533   2,170 

          

(その他資本剰余金の処分)         

Ⅰ その他資本剰余金   0   ― 

Ⅱ その他資本剰余金処分額         

利益剰余金への振替額 0 0 ― ― 

Ⅲ その他資本剰余金次期繰越額   ―   ― 

   



重要な会計方針 

  

  

  前事業年度 当事業年度 

１ 有価証券の評価基準及

び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末前１ケ月の市場価格の平均に

基づいて算定された価額による時

価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定している。） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法又は償却

原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

販売用不動産 

 個別法による原価法 

未成工事支出金 

 個別法による原価法 

販売用不動産 

 同左 

未成工事支出金 

 同左 

３ 固定資産の減価償却の

方法 

有形固定資産 

  定額法によっている。 

  なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっている。 

有形固定資産 

 同左 

  少額減価償却資産 

  取得価額が10万円以上20万円未満

の資産については、各事業年度毎に

一括して３年間で均等償却を行って

いる。 

少額減価償却資産 

 同左 

  無形固定資産 

  定額法によっている。 

  なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準に

よっている。 

  また、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用して

いる。 

無形固定資産 

 同左 

４ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒による

損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上している。 

貸倒引当金 

 同左 



  

  前事業年度 当事業年度 

  完成工事補償引当金 

  完成工事に係る瑕疵担保の費用に

備えるため、将来の見積補償額を計

上している。 

完成工事補償引当金 

 同左 

  賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与に備

えるため、支給見積額を計上してい

る。 

賞与引当金 

 同左 

  受注工事損失引当金 

  受注工事の損失に備えるため、期

末受注残高のうち、工事原価の発生

見込額が受注金額を超過する請負工

事について、その超過額が合理的に

見積可能となったものについてその

超過見込額を計上している。 

（追加情報） 

  期末受注残高のうち期末で損失が

確実視される工事が新たに発生した

ため、翌期以降に発生が見込まれる

損失を引当計上している。 

  この結果、当事業年度の税引前当

期純利益が52百万円減少している。 

受注工事損失引当金 

  受注工事の損失に備えるため、期

末受注残高のうち、工事原価の発生

見込額が受注金額を超過する請負工

事について、その超過額が合理的に

見積可能となったものについてその

超過見込額を計上している。 

  退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上してい

る。 

 なお、会計基準変更時差異は、５

年による均等額を費用処理してい

る。 

 過去勤務債務は、４年による定額

法により費用処理することとしてい

る。 

 数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務年数による

定額法により翌事業年度から費用処

理することとしている。 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上してい

る。 

 過去勤務債務は、４年による定額

法により費用処理することとしてい

る。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務年数による定

額法により翌事業年度から費用処理

することとしている。 

  役員退職引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規による期末要支給額の全

額を計上している。 

  なお、当事業年度においては内規

の運用を停止しているため、計上し

ていない。 

役員退職引当金 

 同左 

５ 完成工事高の計上基準  完成工事高の計上は、工事完成基準

によっているが、長期大型(工期１年

以上、請負金額３億円以上)の工事に

ついては、工事進行基準によってい

る。 

 同左 

工事進行基準による 

完成工事高 

22,923百万円 22,398百万円 



  

  前事業年度 当事業年度 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

 同左 

７ ヘッジ会計の方法 ――――― ①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっている。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

ヘッジ対象 

変動金利借入金取引 

③ヘッジ方針 

長期的にみて金利の上昇が予想さ

れることから、金利変動リスクを

相殺し固定化するヘッジを行うこ

ととしている。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象とヘッジ手段につい

て、キャッシュ・フローの変動の

累計を比較する方法によってい

る。 

８ 消費税及び地方消費税

に相当する額の会計処

理 

消費税及び地方消費税に相当する額の

会計処理は、税抜方式によっている。 

  同左 



表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

前事業年度 当事業年度 

（貸借対照表関係） 

 「販売用不動産」は資産総額の100分の1を超えたた

め、区分掲記した。なお、前事業年度は「開発事業等

支出金」に189百万円含まれている。 

――――― 

 「材料貯蔵品」は当事業年度は重要性がないため、

「その他流動資産」に含めて表示している。なお、当

事業年度は「その他流動資産」に32百万円含まれてい

る。 

――――― 

 「預け金」は資産総額の100分の1を超えたため、区

分掲記した。なお、前事業年度は「その他流動資産」

に592百万円含まれている。 

（貸借対照表関係） 

 「預け金」は総額資産の100分の1以下となったた

め、「その他流動資産」に含めて表示している。な

お、当事業年度の「その他流動資産」に含まれている

「預け金」の金額は221百万円である。 

 「預り金」は資産総額の100分の1を超えたため、区

分掲記した。なお、前事業年度は「その他流動負債」

に736百万円含まれている。 

――――― 

――――― （損益計算書関係） 

「賃貸収入」は営業外収益の100分の10を超えたた

め、区分掲記した。なお、前事業年度の営業外収益の

「雑収入」に含まれている「賃貸収入」の金額は17百

万円である。 

――――― 「特許実施収入」は営業外収益の100分の10を超え

たため、区分掲記した。なお、前事業年度の営業外収

益の「雑収入」に含まれている「特許実施収入」の金

額は20百万円である。 

前事業年度 当事業年度 

(法人事業税の外形標準課税制度) 

当事業年度から外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、法人事業税のうち付加価値割及び資本割

については販売費及び一般管理費に計上している。 

この結果、販売費及び一般管理費は23百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が18

百万円それぞれ減少している。 

――――― 



    
注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

前事業年度 当事業年度 

※１ 関係会社に係る注記 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。 

完成工事未収入金 230百万円

長期営業外未収入金 14,251百万円

会員権等 525百万円

支払手形 1,042百万円

工事未払金 906百万円

※１ 関係会社に係る注記 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。 

完成工事未収入金 32百万円

長期営業外未収入金 1,008百万円

会員権等 490百万円

支払手形 922百万円

工事未払金 605百万円

※２ 下記資産は、宅地建物取引業法に基づく営業保証

金として法務局に供託している。 

有価証券 23百万円

投資有価証券 9 

合計 32 

※２ 下記資産は、宅地建物取引業法に基づく営業保証

金として法務局に供託している。 

有価証券 20百万円

※３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行と貸出コミットメント契約を締結している。

これらの契約に基づく当事業年度末の残高は次の

通りである。 

貸出コミットメントの総額 12,000百万円

借入実行残高 10,500 

差引額 1,500 

※３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行と貸出コミットメント契約を締結している。

これらの契約に基づく当事業年度末の残高は次の

通りである。 

貸出コミットメントの総額 10,000百万円

借入実行残高 3,000 

差引額 7,000 

※４ 会社の発行する

株式の総数 

普通株式 

第１種優先

株式 

272,559千株 

14,000千株 

発行済株式の総数 普通株式 

第 1種優先

株式 

162,860千株 

4,000千株 

※４ 会社の発行する

株式の総数 

普通株式 

第１種優先

株式 

272,559千株 

10,000千株 

発行済株式の総数 普通株式 

  

182,025千株 

  

※５ 自己株式の保有数 普通株式 15,886株 ※５ 自己株式の保有数 普通株式 4,121株 

６ 平成14年６月27日開催の定時株主総会において下

記の欠損填補を行った。 

資本準備金 7,930百万円

６ 平成16年６月25日開催の定時株主総会において下

記の欠損填補を行った。 

資本準備金 4,912百万円

 ７ 資本の欠損の額は2,539百万円である。  ７ 資本の欠損の額は2,172百万円である。 

 ８ 商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額

は 16百万円である。 

 ８ 商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額

は 35百万円である。 

    



  
(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 当事業年度 

※１ 関係会社取引の内訳 

受取利息 115百万円

業務受託収入 45 

※１ 関係会社取引の内訳 

受取利息 102百万円

業務受託収入 44 

 ２ 研究開発費 

一般管理費及び完成工事原価に含まれている研究

開発費は、317百万円である。 

 ２ 研究開発費 

一般管理費及び完成工事原価に含まれている研究

開発費は、261百万円である。 

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりである。 

建物 31百万円

構築物 1 

備品 6 

合計 39 

※３         ―――――          

  



(リース取引関係) 

  

  

  前事業年度 当事業年度 

１ リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引 

    

(借主側) 

①リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

    

  
 

取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

期末残高
相当額 

機械装置 
百万円

2
百万円

2
百万円

0

車両 
運搬具 

91 57 34

工具器具 
・備品 

136 79 57

合計 229 138 91

 
取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

期末残高
相当額 

機械装置
百万円

2
百万円 

2 
百万円

0

車両
運搬具 

81 49 32

工具器具
・備品 

115 86 29

合計 198 137 61

②未経過リース料期末残高

相当額 

１年内 49百万円

１年超 55 

 計 103 

１年内 36百万円

１年超 33 

 計 69 

③支払リース料、減価償却

費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 

減価償却費相当額 

支払利息相当額 

  

  

  

78百万円

57百万円

18百万円

  

  

  

61百万円

45百万円

11百万円

④減価償却費相当額の算定

方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。 

同左 

⑤利息相当額の算定方法 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法に

よっている。 

同左 

２ オペレーティング・リー

ス取引 

    

(借主側) 

未経過リース料 

１年内 1百万円

１年超 2 

 計 2 

１年内 1百万円

１年超 1 

 計 2 

      



(有価証券関係) 

前事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

当事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  



(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 当事業年度 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

繰延税金資産    

貸倒引当金損金算入限度超過額 853百万円 

販売用不動産等評価損 1,807  

退職給付引当金損金算入限度 
超過額 

1,837  

固定資産評価損 2,113  

投資有価証券評価損 205  

繰越欠損金 9,720  

その他 197  

繰延税金資産小計 16,731  

評価性引当額         △11,910  

繰延税金資産 合計 4,821  

     

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △11  

繰延税金負債 小計 △11  

     

繰延税金資産の純額 4,810  

     

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

繰延税金資産    

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,077百万円 

販売用不動産等評価損 1,807  

退職給付引当金損金算入限度
超過額 

1,571  

固定資産評価損 2,112  

投資有価証券評価損 209  

繰越欠損金 8,847  

その他 180  

繰延税金資産小計 15,803  

評価性引当額         △11,859  

繰延税金資産 合計 3,944  

     

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △24  

繰延税金負債 小計 △24  

     

繰延税金資産の純額 3,920  

     

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.7 ％ 

（調整）     

永久に損金に算入されない項目 5.7   

住民税均等割額等 4.0   

その他 △1.4   

評価性引当額の増減による影響 △16.9   

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.1   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.7 ％ 

（調整）     

永久に損金に算入されない項目 9.6   

住民税均等割額等 5.0   

その他 0.0   

評価性引当額の増減による影響 16.6   

税効果会計適用後の法人税等の負担率 71.9   

    



(１株当たり情報) 

  

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりである。 

  

  前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 5.63 円 23.07 円 

１株当たり当期純利益 6.99 円 2.11 円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

 

6.85 円 
なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載していない。 

  前事業年度 当事業年度 

１株当たり当期純利益     

損益計算書上の当期純利益 1,107 百万円 365 百万円 

普通株主に帰属しない金額 5 百万円 ― 百万円 

（うち第１種優先株式に対する優先配当額の当該

事業年度に係る要支払額） 

  

5 百万円 

  

― 百万円 

普通株式に係る当期純利益 1,102 百万円 365 百万円 

普通株式の期中平均株式数 157,540 千株 173,201 千株 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額 5 百万円 ― 百万円 

（うち第１種優先株式に対する優先配当額の当該

事業年度に係る要支払額） 

  

5 百万円 

  

― 百万円 

普通株式増加数 4,000 千株 ― 千株 

（うち第１種優先株式） 4,000 千株 ― 千株 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要 

――――― ――――― 



(重要な後発事象) 

  

前事業年度 当事業年度 

当社は、平成17年５月16日開催の取締役会において、
次のとおり第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の
発行を決議し、同年６月１日に発行した。 
(1) 発行総額 

30億円 
(2) 発行価額 

額面100円につき金100円 
(3) 利率 

利息は付さない 
(4) 償還期限 

平成19年6月1日 
(5) 新株予約権の内容 
① 転換価額 

１株につき当初208円 
② 転換価額の修正 

毎月第3金曜日まで（当日を含む）の5連続
取引日の株式会社東京証券取引所における
当社普通株式の普通取引の毎日の終値の平
均値の90％に相当する金額に修正される。 
ただし、上限転換価額は416円、下限転換
価額は104円とする。 

③ 行使請求期間 
平成17年6月2日から平成19年5月31日まで 

④ 行使の条件 
新株予約権の行使請求により当社が新たに
発行する当社普通株式数の累計が1,500万
株を超えることとなる行使請求を行うこと
はできない。 

(6) 募集方法 
第三者割当の方法により、全額を野村證券
株式会社に割り当てる。 

(7) 資金使途 
借入金返済および運転資金に充当する。 

（株式会社テトラとの合併） 
当社は、平成18年４月26日に株式会社テトラとの
間で合併契約を締結した。当該合併契約書は、平成
18年６月23日開催の当社の第60期定時株主総会及び
平成18年６月21日開催の株式会社テトラの第54回定
時株主総会において承認を受けている。 
合併の目的、合併契約書の要旨及び株式会社テト
ラの直近事業年度の事業内容及び貸借対照表（要
約）等は次のとおりである。 

１.合併の目的 
今日の建設業界を取巻く環境は、公共投資が長期
的に減少を続けているなど、ますます厳しさを増し
ている。この1年間においても、「公共工事品質確保
法」や「改正独占禁止法」が施行され、一般競争入
札の拡大や総合評価方式の進展、さらには、平成18
年秋にも予定されている「入札ボンド」の導入など
によって、公共工事の入札・契約制度が大きく変わ
ろうとしている。 
このような状況に対応するため、両社は経営資源
を結集し、陸上、海洋の両土木事業に加えて、地盤
改良事業とブロック事業に関する独自の技術とノウ
ハウを生かし、従来型の市場を確保するとともに、
耐震、耐津波・高潮、環境、都市再生など今後拡大
が見込まれる分野への取り組みを強化して、高収益
の確保と強固な経営基盤の確立を図り、「技術と財
務体質に優れた会社」を目指す。 

  
２.合併後の会社の名称 

合併後の会社の名称は株式会社不動テトラと称
し、英文ではFudo Tetra Corporationと表示する。 
  
３.本店の所在地 

大阪市中央区に置く。 
  
４.合併契約書の要旨 
(1)合併の方法 

両社対等の精神をもって合併を行うものとする
が、法手続上は、当社を存続会社とし、株式会社テ
トラは解散する。 

(2)合併により発行する株式およびその割当 
本合併に際し新株式を発行しないものとし、本合
併により株式会社テトラから承継することとなる当
社の普通株式のうち81,697,468株を、株式会社テト
ラの株式１株に対して、当社の株式2.40株の割合を
もって割当交付する。 

(3)合併期日 
平成18年10月１日とする。 

(4)合併交付金 
合併に際し合併交付金の支払いは行わない。 

  



  

前連結会計年度 当連結会計年度 

  
  
  
  
  
  
  

(5)増加すべき資本金および準備金等 
① 増加すべき資本金 
10,694,912円。本合併後の当社の資本金は50億
円となる。 
② 増加すべき資本準備金 
合併差益の額から③および④の額を控除した
額。 
③ 増加すべき利益準備金 
合併期日における株式会社テトラの利益準備金
の額。 
④ 増加すべき任意積立金その他の留保利益 
合併期日における株式会社テトラの任意積立金
その他の留保利益の額。 
  

５.株式会社テトラの事業の内容、最近事業年度の貸借
対照表（要約）及び損益計算書（要約） 
(1)事業の内容 
①住   所  東京都港区三田三丁目11番34号 
②代表者の氏名 代表取締役社長 上村 正明 
③事業の内容  港湾・漁港・海岸及び河川構造物

の設計及び施工並びに土木工事の
設計及び施工 
テトラポッド等消波・根固ブロッ
ク製作用型枠の賃貸 
港湾・漁港・海岸及び河川等にお
ける建設コンサルタント業務 
環境商品・景観商品及び建設資機
材等の販売 

  
(2)第54期 貸借対照表（要約） 

       （平成18年3月31日） （単位：百万円） 

  
(3)第54期 損益計算書（要約） 

      （自 平成17年4月 1日 
       至 平成18年3月31日）（単位：百万円） 

  
なお、平成18年３月31日現在の同社の従業員数
は、394人である。 

  

区  分 金額 区  分 金額 
流動資産 8,966 流動負債 5,821 
固定資産 10,265 固定負債 429 
    負債合計 6,250 
    資本合計 12,981 
        
資産合計 19,231 負債資本合計 19,231 

区分 金額 
売上高 18,458 
売上総利益 2,639 
営業利益 622 
経常利益 631 
税引前当期純利益 305 
当期純利益 64 
当期未処分利益 555 



  

前連結会計年度 当連結会計年度 

  （国土交通省からの営業停止処分について） 
当社は、東京都発注の工事入札に係る元当社社員
の有罪判決が確定したことに伴い、建設業法の規定
に基づき、国土交通省より平成１８年４月２４日付
で、関東地方整備局管内１都８県の区域内におけ
る、土木工事業に関する営業のうち、公共工事及び
民間工事で補助金等の交付を受けているものについ
て、同年５月９日から６月７日までの３０日間、営
業停止処分を受けた。 
しかしながら、現在のところ、当該事象による影
響を合理的に見積もることは困難であり、当該事象
が翌連結会計年度以降の財政状態及び経営成績に与
える影響は明らかではない。 

  



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

  

【債券】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)     

 (その他有価証券)     

 関西国際空港㈱ 8,100 405 

 首都圏新都市鉄道㈱ 4,000 200 

 中部国際空港㈱ 2,046 102 

 東京湾横断道路㈱ 2,000 100 

 関西高速鉄道㈱ 1,480 74 

 近畿日本鉄道㈱ 157,000 71 

 京浜急行電鉄㈱ 50,000 48 

 大洋基礎㈱ 10,000 43 

 名古屋鉄道㈱ 100,000 42 

 横浜高速鉄道㈱ 700 35 

 その他35銘柄 230,058 98 

 その他有価証券計 565,384 1,219 

投資有価証券計 565,384 1,219 

計 565,534 1,219 

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円) 

(有価証券)     

 (その他有価証券)     

 公債(1銘柄) 3 3 

 第124回割引国債 20 20 

 その他有価証券計 23 23 

有価証券計 23 23 

(投資有価証券)     

 (その他有価証券)     

 公債(1銘柄) 3 3 

 その他有価証券計 3 3 

投資有価証券計 3 3 

計 26 26 



  
【有形固定資産等明細表】 

  

(注) 無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略

した。 

  

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産               

 建物 82 1 ― 84 43 4 41 

 構築物 13 ― ― 13 12 0 1 

 機械装置 3 125 125 3 2 0 2 

 工具器具・備品 286 2 1 288 207 12 81 

有形固定資産計 385 128 126 388 263 16 125 

無形固定資産 ― ― ― 301 190 33 110 

無形固定資産計 ― ― ― 301 190 33 110 

長期前払費用 101 ― 31 76 7 1 69 



  
【資本金等明細表】 

  

(注) １ 資本金の増減の原因は、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の権利行使及び第１種優先株式の普通株

式への転換によるものである。 

２ 資本準備金の増加の原因は第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の権利行使によるものである。 

３ その他資本剰余金の減少の原因は、平成17年6月24日開催の定時株主総会決議に基づく欠損填補によるものである。 

４ 当期末における自己株式数は、4,121株である。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、債権の回収による戻入額36百万円、一般債権の貸倒引当金洗替による戻入額15百万

円である。 

  

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) (注1) 3,639 1,550 200 4,989 

資本金の 
うち 
既発行株式 

普通株式 (株) (162,860,224) (19,165,004) (―) (182,025,228)

普通株式 (百万円) 3,439 1,550 ― 4,989 

第１種優先株式 (株) (4,000,000) (―) (4,000,000) (―)

第１種優先株式 (百万円) 200 ― 200 ― 

計 (株) (166,860,224) (19,165,004) (4,000,000) (182,025,228)

計 (百万円) 3,639 1,550 200 4,989 

資本準備金
及び 
その他 
資本剰余金 
  
  

(資本準備金)           

株式払込剰余金 (注2)   ― 1,347 ― 1,347 

(その他資本剰余金)         

自己株式処分差益 (注3) (百万円) 0 ― 0 ― 

計 (百万円) 0 1,347 0 1,347 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 (注) 16,005 615 13,162 51 3,408 

完成工事補償引当金 13 18 13 ― 18 

賞与引当金 219 207 219 ― 207 

受注工事損失引当金 52 28 52 ― 28 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

(イ) 現金預金 

  

(ロ) 受取手形 

(a) 相手先別内訳 

  

  

(b) 決済月別内訳 

  

  

(ハ) 完成工事未収入金 

(a) 相手先別内訳 

  

  

区分 金額(百万円) 

現金 11 

預金   

当座預金 2,391 

普通預金 2,000 

その他 1 

計 4,391 

合計 4,403 

相手先 金額(百万円) 

飛島建設㈱ 449 

鉄建建設㈱ 247 

堀田建設㈱ 203 

五洋建設㈱ 129 

三井住友建設㈱ 111 

その他 972 

計 2,110 

期日別 金額(百万円) 

平成18年４月 501 

    ５月 717 

    ６月 332 

    ７月 556 

    ８月 4 

計 2,110 

相手先 金額(百万円) 

国土交通省 2,158 

鹿島建設㈱ 812 

大阪府 805 

大阪市 772 

名古屋鉄道㈱ 606 

その他 9,532 

計 14,684 



(b) 滞留状況 

  

  

(ニ) 未成工事支出金 

  

(注) 他勘定への振替額は、事業の中断等により販売費及び一般管理費に計上した金額である。 

期末残高の内訳は次のとおりである。 

  

(ホ) 関係会社短期貸付金 

  

(ヘ) 関係会社長期貸付金 

(注) 内容については、注記事項（個別）の（税効果会計関係）に記載している。 

  

(ト) 繰延税金資産 

(注) 内容については、注記事項（個別）の（税効果会計関係）に記載している。 

  

計上期 金額(百万円) 

平成18年３月期計上額 14,323 

平成17年３月期以前計上額 362 

計 14,684 

期首残高 
(百万円) 

当期支出額 
(百万円) 

他勘定への振替額
(百万円) 

完成工事原価への
振替額(百万円) 

期末残高 
(百万円) 

3,709 45,639 26 47,271 2,052 

材 料 費 555百万円

労 務 費 49 

外 注 費 914 

経   費 535 

  計 2,052 

相手先 金額(百万円) 

フドウ技研㈱ 1,869 

Fudo Construction Inc. 105 

計 1,974 

区分 金額(百万円) 

フドウ技研㈱ 1,800 

ティ・エフ・エム開発㈱ 211 

計 2,011 

区分 金額(百万円) 

流動資産 619 

固定資産   

 投資その他の資産 3,301 

計 3,920 



② 負債の部 

(イ) 支払手形 

(a) 相手先別内訳 

  

  

(b) 決済月別内訳 

  

  

(ロ) 工事未払金 

  

  

(ハ) 短期借入金 
  

(注) １ 長期借入金からの振替分のうち、運転資金は2,400百万円である。 

２ 長期借入金からの振替分の内訳は、(ホ)長期借入金に記載している。 

相手先 金額(百万円) 

フドウ技研㈱ 897 

日本海工㈱ 451 

日鐵商事㈱ 439 

日商岩井セメント㈱ 197 

大新土木㈱ 179 

その他 5,897 

計 8,060 

期日別 金額(百万円) 

平成18年４月 67 

    ５月 4,331 

    ６月 1,825 

    ７月 1,838 

計 8,060 

相手先 金額(百万円) 

フドウ技研㈱ 642 

㈱フジタ 214 

日鐵商事㈱ 196 

大成ロテック㈱ 141 

大成建設㈱ 136 

その他 4,624 

計 5,953 

使途 借入先 金額(百万円) 最終返済期限 

運転資金 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 2,220 平成18年４月 

㈱千葉銀行 600 平成18年４月 

㈱百十四銀行 180 平成18年４月 

㈱テトラ 367 平成18年５月 

計 3,367   

長期借入金からの振替分 2,400   

合計 5,767   



(ニ) 未成工事受入金 

  

(注) 損益計算書の売上高 54,158百万円と上記売上高への振替額 40,813百万円との差額 13,345百万円は完成工事未収入金の当期

計上額である。 

  

(ホ) 長期借入金 

  

(注) ( )内の金額は１年以内に返済期限が到来するため、貸借対照表において短期借入金として掲げた金額の内書きである。 

  

(ヘ) 退職給付引当金 

  

  

  

(3) 【その他】 

特記事項なし。 

  

期首残高(百万円) 当期受入額(百万円) 売上高への振替額(百万円) 期末残高(百万円) 

3,441 39,684 40,813 2,313 

借入先 金額(百万円) 最終返済期限 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 
7,800
(2,400) 

平成21年４月 

相手先 金額(百万円) 

退職給付債務 10,957 

未認識数理計算上の差異 △3,575 

未認識過去勤務債務（債務の減額） 1,504 

年金資産 △5,026 

計 3,860 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
100,000 株券、10,000 株券、1,000 株券、100 株券、 

100株未満の株数を表示した株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式の数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株式名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 株券１枚につき印紙税と50円 

株券喪失登録に伴う手数料 
1. 喪失登録   1件につき 10,500円 

2. 喪失登録株券 1枚につき  525円 
   
単元未満株式の買取り 

および買増し 
 

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株式名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として、別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告の方法により当社ホームページ（http://www.fudo.co.jp/）に掲載
して行う。 
ただし、電子公告によることができない事故その他やむを得ない事由が生じ
たときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社の親会社等である株式会社テトラは継続開示会社であり、株式会社東京証券取引所市場第一部に上場している。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

(1) 訂正報告書 

平成16年６月25日提出の有価証券報告書に関する訂正報告書を平成17年５月11日に近畿財務局長に提出 

  

(2) 訂正報告書 

平成16年12月21日提出の半期報告書に関する訂正報告書を平成17年５月11日に近畿財務局長に提出 

  

(3) 有価証券届出書(新株予約権付社債)及びその添付書類 

有価証券届出書(第三者割当による新株予約権付社債の発行)を平成17年５月16日に近畿財務局長に提出 

  

(4) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第59期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月24日近畿財務局長に提出 

  

(5) 訂正報告書 

平成17年６月24日提出の有価証券報告書に関する訂正報告書を平成17年９月26日に近畿財務局長に提出 

  

(6) 半期報告書 

事業年度 第60期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月22日近畿財務局長に提出 

  

(7) 訂正報告書 

平成17年６月24日提出の有価証券報告書に関する訂正報告書を平成18年３月15日に近畿財務局長に提出 

  

(8) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第7号の2（合併契約）に基づく臨時報告書を平成18年４月26日に

近畿財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 

  

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２４日

不 動 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている不動建設株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、不動建設株式会

社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は第１回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 平 井 久 也 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 原 正 三 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２３日

不 動 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている不動建設株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、不動建設株式会

社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年４月２６日に株式会社テトラとの間で合併契約を締結した。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は国土交通省から平成１８年５月９日から６月７日までの３０日間、営業停止

処分を受けた。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 平 井 久 也 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 原 正 三 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２４日

不 動 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている不動建設株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第５９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、損失処理

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、不動建設株式会社の

平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は第１回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 平 井 久 也 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 原 正 三 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２３日

不 動 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている不動建設株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第６０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、損失処理

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、不動建設株式会社の

平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

 １．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年４月２６日に株式会社テトラとの間で合併契約を締結した。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は国土交通省から平成１８年５月９日から６月７日までの３０日間、営業停止

処分を受けた。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 平 井 久 也 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 原 正 三 
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